
 

              

 
 
 

 

 

 

 

資料 5 原子炉格納施設の設計条件に関する説明書に係る補足説明資料

（ベント実施に伴う作業等の作業員の被ばく評価について） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2020年5月 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

柏崎刈羽原子力発電所第７号機 工事計画審査資料 

資料番号 KK7補足-011-5 改1 

提出年月日 2020年5月7日 

本資料のうち，枠囲みの内容は，

機密事項に属しますので公開で

きません。 



資料 5 

 

原子炉格納施設の設計条件に関する説明書に係る補足説明資料 

   （ベント実施に伴う作業等の作業員の被ばく評価について） 

 

 

 



 

 

目  次 

 

補足1  原子炉格納容器漏えい率の設定について･･･････････････････････････････････補足1－1 

補足2  原子炉格納容器内での除去効果について･･･････････････････････････････････補足2－1 

補足3  原子炉格納容器内における無機よう素の自然沈着効果について･･･････････････補足3－1 

補足4  サプレッションプールでのスクラビングによる除去効果（無機よう素）について 

･･･････････････････････････････････････････････････････････････････････補足4－1 

補足5  原子炉格納容器外への核分裂生成物の放出割合の設定について･･･････････････補足5－1 

補足6  地表面への沈着速度の設定について･･･････････････････････････････････････補足6－1 

補足7  有機よう素の乾性沈着速度について･･･････････････････････････････････････補足7－1 

補足8  エアロゾルの乾性沈着速度について･･･････････････････････････････････････補足8－1 

補足9  実効放出継続時間の設定について･････････････････････････････････････････補足9－1 

補足10 ベント実施に伴う操作時の作業員の被ばく評価で考慮している 

線源の選定について･････････････････････････････････････････････････････補足10－1 

補足11 気象資料の代表性について･･･････････････････････････････････････････････補足11－1 

補足12 原子炉建屋内の放射性物質からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線 

並びにグランドシャインガンマ線評価モデルについて･･･････････････････････補足12－1 

補足13 ベント弁開操作時の作業員の被ばく評価における評価条件について･･･････････補足13－1 

補足14 重大事故等時におけるフィルタベント遮蔽壁の遮蔽の熱除去の評価について･･･補足14－1 

補足15 ベント実施に伴う現場作業の被ばく評価の評価条件の変更点等について･･･････補足15－1 

 

 

 

 

 



補足 1－1 

補足 1 

 原子炉格納容器漏えい率の設定について  

 

重大事故等時における原子炉格納容器からの原子炉建屋への漏えい率は，設計漏えい率を基に算

出した等価漏えい面積を持つ漏えい孔をＭＡＡＰ内で格納容器内圧力に応じて模擬し（後述の 1.及

び 2.を参照），当該漏えい面積及び格納容器内圧力を基に評価している。 

模擬する漏えい孔の等価漏えい面積は，格納容器内圧力が最高使用圧力 310kPa[gage]（1Pd）以

下の場合と最高使用圧力を超過した後の場合の 2種類を設定する。 

なお，よう素の漏えい量の評価に当たっては，ＭＡＡＰ解析においては，よう素の化学組成につ

いて考慮されておらず，すべて粒子状よう素として扱われることから，無機よう素及び有機よう素

の原子炉格納容器漏えい率は別途設定する。 

 

1. 格納容器内圧力が最高使用圧力以下の場合 

格納容器内圧力が最高使用圧力以下の場合，設計漏えい率（0.9Pd で 0.4%/日）を基に算出し

た等価漏えい面積（ドライウェル及びウェットウェルの総等価漏えい面積は約 3×10-6m2）を設

定し，ＭＡＡＰ内で圧力に応じた漏えい量を評価している。 

 

2. 格納容器内圧力が最高使用圧力を超過した場合 

格納容器内圧力が最高使用圧力を超過した場合，620kPa[gage]（2Pd）で漏えい率 1.3%/日と

なる等価漏えい面積（ドライウェルとウェットウェルの総等価漏えい面積は約 1×10-5m2）を設

定し，1.と同様にＭＡＡＰ内で圧力に応じた漏えい量を評価している。 

格納容器内圧力 2Pd における漏えい率 1.3%/日は，以下の AEC の評価式，GE の評価式によっ

て評価した漏えい率の結果を包絡する値として設定した。これらの式は，設計基準事故の原子炉

冷却材喪失時の被ばく評価において，原子炉格納容器漏えい率の評価に用いている理論式＊1 で

ある。格納容器内圧力が最高使用圧力の 2倍である 620kPa[gage]（2Pd）及び格納容器雰囲気温

度が 200℃までは，事故後 7日間に渡り，原子炉格納容器本体並びに開口部及び貫通部の健全性

が確保されることを確認していることから，これらの理論式を用いて格納容器内圧力 2Pd 及び

格納容器雰囲気温度 200℃における漏えい率を設定することは可能と判断した。 

 

○AEC の評価式 

Ｌ＝Ｌ
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ｔ
－Ｐ
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＝1.024 %/日 

Ｌ ：事故時の原子炉格納容器漏えい率 

Ｌ０ ：設計漏えい率（圧力 Pdに対して（ここでは 0.9Pd））   【0.4%/日】 

Ｐｔ ：事故時の格納容器内圧力                            【721kPa[abs]】 

Ｐｄ ：設計圧力                                          【380kPa[abs]】 

Ｐａ ：原子炉格納容器外の圧力                            【101.325kPa[abs]】 

Ｒｔ ：事故時の気体定数＊2                                【523.7J/kg･K】 
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Ｒｄ ：空気の気体定数                                    【287J/kg･K】 

Ｔｔ ：事故時の格納容器内温度                            【473.15K】 

Ｔｄ ：設計格納容器内温度 

漏えい試験時の温度（20℃）                        【293.15K】 

 

◯GE の評価式（General Electric 社の漏えいモデル式） 
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Ｌ ：事故時の原子炉格納容器漏えい率 

Ｌ０ ：設計漏えい率（設計圧力Ｐｄに対して（ここでは 0.9Pd）） 【0.4%/日】 

Ｐｔ ：事故時の格納容器内圧力                     【721kPa[abs]】 

Ｐｄ ：設計圧力                                   【380kPa[abs]】 

Ｐａ ：原子炉格納容器外の圧力                          【101.325kPa[abs]】 

 

注記＊1：「沸騰水型原子力発電所 事故時の被ばく評価手法について（平成 16年 1月）」（株式会

社日立製作所） 

＊2：事故時の気体定数は水素ガス(2.016)：窒素ガス(28.01)：水蒸気(18.02)のガス組成

34%：33%：33%より計算している。AEC の評価式が事故時の気体定数に依存し，水素ガス

等のように気体定数が小さい気体の割合が大きい場合に漏えい率が高くなるため，燃料

有効部被覆管が全てジルコニウム－水反応した場合の水素ガス量発生(約 1600kg)を考慮

して設定している。 

 

3. 無機よう素及び有機よう素の原子炉格納容器漏えい率 

3.1 無機よう素 

他の核種と同様に格納容器内圧力に応じて漏えい率が変動すると考えるが，ＭＡＡＰ解析

において無機よう素を模擬していないため，別途，ＭＡＡＰ解析結果の格納容器内圧力を基

に漏えい率を設定する。 

漏えい率の設定に当たっては，ＭＡＡＰ解析結果の格納容器内圧力変化に伴う漏えい率の

変化を包絡する原子炉格納容器漏えい率を設定する。 

漏えい率は，事故発生から最初に格納容器内圧力が 0.9Pd に到達するまで（事故発生から

1.5 時間後まで）は 0.4%/日（一定）とし，それ以降（1.5～168 時間後）は 1.3%/日（一定）

とする（図 1を参照）。 
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図 1 原子炉格納容器圧力と漏えい率の時間変化 

（無機よう素の原子炉格納容器漏えい率の設定） 

 

3.2 有機よう素 

有機よう素についても，無機よう素と同様の漏えい率の設定が可能であるが，有機よう素

がガス状として振る舞うこと及び原子炉格納容器内での除去効果を受けない点で希ガスに類

似していることから，ＭＡＡＰ解析における希ガスと同じ挙動を示すものとし，1.及び 2.に

基づき漏えい率を設定する。 

 

 

 

0.9Pd 
(0.4%/日(一定)） 

2Pd 
(1.3%/日(一定)） 

ドライウェル 

サプレッションチェンバ 

 



 

補足 2－1 

補足 2 

原子炉格納容器内での除去効果について 

 

ＭＡＡＰにおけるエアロゾルに対する原子炉格納容器内の除去効果として，沈着，サプレッショ

ンプールでのスクラビング及びドライウェルスプレイを考慮している。また，沈着については，重

力沈降，拡散泳動，熱泳動，慣性衝突，核分裂生成物（以下「FP」という。）ガス凝縮/再蒸発で構

成される（「重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて」の「第５

部 ＭＡＡＰ」（抜粋）参照）。 

 

「重大事故等対策の有効性評価に係るシビアアクシデント解析コードについて」の 

「第５部 ＭＡＡＰ」（抜粋） 

 

  



 

補足 2－2 
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1. 沈着及びドライウェルスプレイによる除去効果 

沈着及びドライウェルスプレイによる除去効果を確認するため，ＭＡＡＰにおいて特定の沈着

メカニズムを除外した場合の感度解析を行った。ある沈着メカニズムを除いた場合，他の沈着メ

カニズムにより，FP沈着が進むことから，この比較により定量的な寄与割合を算出することはで

きないが，影響の度合いを確認することが可能と考える。なお，DFにはサプレッションプールで

のスクラビングによる DFも含まれる。 

事故シーケンスとしては，「大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」において

W/W ベントを実施する場合を想定する。解析結果を図 1 に示す。なお，感度解析では，以下の式

により原子炉格納容器内の除去効果（除染係数（以下「DF」という。））を算出している。 

 

原子炉格納容器内 DF＝原子炉格納容器内への CsI 放出割合／ベントラインへの CsI 流入割合 

 

 

図 1 エアロゾルに対する原子炉格納容器内の除去効果（積算値）の感度解析結果 

 

各ケースの DF 結果を比較すると，感度解析 1（D/W スプレイなし）＊や感度解析 3（慣性衝突

なし）ではベースケースに対して僅かに DF が減少し，感度解析 2（重力沈降なし）ではベース

ケースに対して 2桁程度 DF が大きく低下する結果となった。 

感度解析 1（D/W スプレイなし）において大きな感度が出ない理由として，本 DFにはサプレッ

ションプールにおけるスクラビングによる FP 除去効果が重畳していることが挙げられる。D/W

スプレイによる FP 除去の効果には，スプレイによる直接的な FP 除去効果だけではなく，スプ

レイによって D/W 圧力が低下し，真空破壊弁を経由して W/W の FP が D/W へ流入し，スプレイ停

止後に再度サプレッションプールでスクラビングが生じ FP が除去される効果が含まれる。つま

り，サプレッションプールにおける FP 除去効果がスプレイによる直接的な FP 除去効果に比べ
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て大きいために，感度解析 1（D/W スプレイなし）とベースケースに大きな差が生じていないと

推定される。 

一方，重力沈降や慣性衝突による FP除去効果はスプレイとは異なり，サプレッションプール

による FP除去効果とは独立していると考えられる。重力沈降を考慮しない感度解析 2の場合に

は，ベースケースに比べて DF が大きく低下しているが，これは重力沈降による FP 除去の効果

が大きいことが原因と推定される。また感度解析 3（慣性衝突なし）はベースケースとほぼ同じ

DF であることから，慣性衝突による FP 除去の効果は相対的に小さいことが原因と推定される。 

 

注記＊：評価上，スプレイによる FPの除去効果は考慮していないが，蒸気凝縮等の効果につい

ては考慮されている。 

 

2. サプレッションプールでのスクラビングによる除去効果 

2.1 スクラビング効果について 

スクラビングは，エアロゾルを含む気体がプール内に移行する場合，気泡が分裂しながら上

昇していく過程においてエアロゾルが気泡界面に到達した時点で水に溶解して気体から除去さ

れる現象である。スクラビングにおけるエアロゾル除去のメカニズムは，プールへの注入時の

水との衝突や気泡がプール水中を上昇していく過程における慣性衝突等が考えられる。 

 

2.2 ＭＡＡＰ解析上の扱いについて 

スクラビングによる除去効果について，ＭＡＡＰ解析ではスクラビング計算プログラム（Ｓ

ＵＰＲＡコード）により計算された DF値のデータテーブルに，プール水深，エアロゾルの粒子

径，キャリアガス中の水蒸気割合，原子炉格納容器圧力及びサプレッションプールのサブクー

ル度の条件を補間して求めている。 

ＳＵＰＲＡコードでは，スクラビングに伴う初期気泡生成時及び気泡上昇時のエアロゾルの

除去効果をモデル化しており，気泡挙動（気泡サイズ及び気泡上昇速度），初期気泡生成時の DF，

気泡上昇時の DF を評価式により与えている。図 2 に，気泡中のエアロゾルが気泡界面に到達

するまでの過程を示す。気泡上昇時における各過程の除去速度を評価することでエアロゾルの

DF を与えている。 

 

 



 

補足 2－5 

 

図 2 スクラビングによるエアロゾル捕集効果 

 

2.3 ＳＵＰＲＡコードによる計算結果と実験結果の比較について 

ＳＵＰＲＡコードによる計算結果については，電力共同研究＊1にて実験結果との比較検討が

行われている。試験条件及び試験装置の概要を表 1及び図 3に示す。また，試験結果を図 4か

ら図 10 に示す。 

試験結果より，ＳＵＰＲＡコードによる計算結果と実験結果について，キャリアガス流量等

のパラメータ値の増減による DF 値の傾向は概ね一致していることを確認した。 

また，粒径 μmまでの粒子について，ＳＵＰＲＡコードによる計算結果が実験結果より

小さい DF値を示しており，保守的な評価であることを確認した。 

一方，粒径 μmの粒子について，ＳＵＰＲＡコードによる計算結果が実験結果より大き

い DF値を示しているが，これは実験とＳＵＰＲＡコードで用いている粒子の違い（実験：LATEX

粒子（密度 1g/cm3），ＳＵＰＲＡコード：CsOH（密度 3.675g/cm3））が影響しているためである。

ＳＵＰＲＡコードの計算結果を密度補正＊2した図 7及び図 9では，ＳＵＰＲＡコードによる計

算結果は実験結果より概ね小さい DF 値を示すことが確認できる。 

以上より，ＳＵＰＲＡコードにより計算された DF値を用いることは妥当と考える。 

 

注記＊1：共同研究報告書「放射能放出低減装置に関する開発研究」（PHASE2）最終報告書 平

成 5年 3月 

＊2：実験では LATEX 粒子を用いているため，その粒径は

となる。一方，ＳＵＰＲＡコー

ドでは CsOH の粒径を基にしているため，粒径に粒子密度（密度 3.675g/cm3）の平方

根を乗じることにより に換算する。  
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表 1 試験条件 

 

 

 

 

図 3 試験装置の概要  
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図 4 キャリアガス流量に対する DF の比較 

 

 

図 5 プール水温に対する DFの比較  
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図 6 水蒸気割合に対する DFの比較 

 

 

図 7 水蒸気割合に対する DFの比較（密度補正）  
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図 8 スクラビング水深に対する DF の比較 

 

 

図 9 スクラビング水深に対する DF の比較（密度補正） 
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図 10 ガス温度に対する DF の比較 

 

2.4 沸騰による除去効果への影響について 

事故シーケンス（大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）においてベントを

実施する場合，図 11のとおり，格納容器圧力逃がし装置による原子炉格納容器減圧及び除熱の

実施に伴いサプレッションプールは飽和状態（沸騰状態）になるため，サプレッションプール

の沸騰による除去効果への影響を確認した。ＭＡＡＰ解析条件及び評価結果を表 2及び表 3に

示す。なお，エアロゾルの粒径については，スクラビング前後で最も割合の多い粒径について

除去効果を確認した。その結果，表 3のとおり，沸騰時の除去効果は非沸騰時に比べて小さい

ことを確認した。 

ただし，事故シーケンス（大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）では，図

12 のとおり，原子炉圧力容器内の Cs-137 は，大破断 LOCA により生じた破断口より原子炉格納

容器内気相部へ移行し，その後重力沈降等により，事象発生 8時間程度で大部分が原子炉格納

容器液相部へ移行するため，本評価においてサプレッションプールの沸騰による除去効果の減

少の影響はほとんどないと考える。なお，CsI，CsOH の沸点はそれぞれ 1280℃，272.3℃＊であ

り，シビアアクシデント時に原子炉格納容器内で CsI，CsOH が揮発することは考えにくいが，

サプレッションプールの沸騰に伴い液相部中の CsI，CsOH の一部が気相部へ移行する可能性が

ある。ただし，その場合でも，ドライウェルから格納容器圧力逃がし装置を介した場合の Cs-

137 放出量に包絡されると考えられる。 

 

注記＊：化合物の辞典 高本進・稲本直樹・中原勝儼・山崎昶[編集] 1997 年 11 月 20 日 
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図 11 サプレッションプールのサブクール度の推移 

 

表 2 評価条件 

項目 評価条件＊ 選定理由 

蒸気割合 % 
ベント実施前のドライウェルにおける蒸気割合

（約 62%）相当 

原子炉格納容器圧力 kPa[gage] 
ベント実施前の格納容器圧力（約 600kPa[gage]）

を考慮して，設定上限値を採用 

サプレッションプール

水深 
m 実機では水深 3ｍ以上のため，設定上限値を採用 

サブクール度 
℃ 未飽和状態として設定（設定上限値） 

℃ 飽和状態として設定(設定下限値) 

エアロゾル粒径（半径） 

μm 
スクラビング前において，最も割合が多い粒径（約

0.46μm）に相当する設定値を採用 

μm 
スクラビング後において，最も割合が多い粒径（約

0.46μm）に相当する設定値を採用 

注記＊：ＳＵＰＲＡコードにより計算されたデータテーブルの設定値を採用 
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表 3 評価結果 

粒径（半径） 

DF 

未飽和状態 

（サブクール度 ℃） 

飽和状態 

（サブクール度 ℃） 

μm   

 

 

図 12 原子炉格納容器内液相部中の存在割合 
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補足 3 

原子炉格納容器内における無機よう素の自然沈着効果について 

 

原子炉格納容器内における無機よう素の自然沈着率については，財団法人 原子力発電技術機構

（以下「NUPEC」という。）による検討「平成 9年度 NUREG-1465 のソースタームを用いた放射性物

質放出量の評価に関する報告書」において，CSE A6 実験に基づく値が示されている。 

自然沈着率の算出に関する概要を以下に示す。 

 

原子炉格納容器内における無機よう素の濃度の時間変化は，無機よう素の自然沈着率を用いると

以下の式で表される。 

 

( ) = − ∙ ( ) 
 

ρ(t) ：時刻 tにおける原子炉格納容器内における無機よう素の濃度[μg/m3] 

λd ：自然沈着率[1/s] 

 

これを解くことで，自然沈着率は，時刻 t0，t1での原子炉格納容器内における無機よう素の濃度

を用いて以下のように表される。 

 

= − 1− ∙ log ( )( )  

 

NUPEC 報告書では，Nuclear Technology “Removal of Iodine and Particles by Sprays in the 

Containment Systems Experiment”の記載（CSE A6 実験）より，「CSE A6 実験の無機ヨウ素の濃度

変化では，時刻 0 分で濃度 105μg/m3であったものが，時刻 30 分で 1.995×104μg/m3となる。」と

して，時刻及び濃度を上式に代入することで無機よう素の自然沈着率 9.0×10-4[1/s]を算出してい

る。これは事故初期のよう素の浮遊量が多く，格納容器スプレイをしていない状態下での挙動を模

擬するためのものであると考えられる。なお，米国 SRP6.5.2 では原子炉格納容器内の無機よう素が

1/200 になるまでは無機よう素の除去が見込まれるとしている。 

CSE A6 実験等から，原子炉格納容器に浮遊している放射性物質が，放出された放射性物質量の数

100 分の 1 程度に低下する時点までは自然沈着速度がほぼ一定であり，原子炉格納容器内の無機よ

う素はその大部分が事故初期の自然沈着速度に応じて除去されることが分かっている。そこで，原

子炉格納容器等への無機よう素の沈着効果の設定に当たっては，自然沈着率として上式により得ら

れた事故初期の自然沈着率（9.0×10-4[1/s]）を代表として適用し，また，自然沈着による上限 DF

を 200 とした。 

CSE A6 実験の詳細は前述の Nuclear Technology の論文において BNWL-1244 が引用されている。

参考として，BNWL-1244 記載の原子炉格納容器内における無機よう素の時間変化を図 1に示す。 
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図 1 原子炉格納容器内における無機よう素濃度の時間変化＊ 

 

注記＊：BNWL-1244, “Removal of Iodine and Particles from Containment Atmospheres 

by Sprays－Containment Systems Experiment Interim Report” 
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（参考） 

CSE 実験の適応性について 

 

CSE 実験と本被ばく評価で想定している事故シーケンス（大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交

流動力電源喪失）におけるＭＡＡＰ解析結果による原子炉格納容器内の条件を表 1で比較する。 

なお，NUPEC 報告書においては，スプレイが使用される前の期間のよう素濃度に基づき自然沈着

速度を設定しており，実験条件は 6号機及び 7号機の事故シーケンスに対するＭＡＡＰ解析結果に

より得られた原子炉格納容器内の条件と概ね同等である。 

 

表 1 CSE 実験条件と 6号機及び 7号機の比較 

 
CSE 実験の Run No. 

6 号機及び 7号機解析結果 
A-6＊1,＊2 A-5＊3 A-11＊3 

雰囲気 蒸気＋空気 同左 同左 
蒸気＋窒素ガス 

（＋水素ガス） 

雰囲気圧力 

（MPaG） 
約 0.20 約 0.22 約 0.24 約 0.3＊5 

雰囲気温度

（℃） 
約 120 約 120 約 120 約 207＊5 

スプレイの有無 あり＊4 なし なし 

あり 

（無機よう素に対しては自

然沈着のみ考慮） 

注記＊1：R.K.Hilliard et.al “Removal of iodine and particles by sprays in the 

containment systems experiment” ,Nucl. Technol. Vol 10 p449-519,1971 

＊2：R.K.Hilliard et.al “Removal of iodine and particles from containment 

atmospheres by sprays” ,BNWL-1244 

＊3：R.K.Hilliard and L.F.Coleman “Natural transport effects on fission product 

behavior in the containment systems experiment” ,BNWL-1457 

＊4：自然沈着速度の算出には 1回目のスプレイが使用される前の原子炉格納容器内の濃度を

用いている。 

＊5：格納容器破損防止対策の有効性評価の事故シーケンス（大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失

＋全交流動力電源喪失）において，炉心からよう素が大量放出された後（事象初期）の

値  



 

補足 3－4 

CSE実験でスプレイを使用していないA-5及びA-11における無機よう素の格納容器内気相部濃度

の時間変化を図 1 に示す。初期の沈着（スプレイ未使用の期間）については，A-6 の場合と大きな

差は認められず，初期濃度より数 100 分の 1以上低下した後，沈着が穏やかになること（カットオ

フ）が認められる。 

 

図 1 CSE A-5 及び A-11 実験による無機よう素の格納容器内気相部濃度の時間変化 

 

自然沈着率は，評価する体系の体積と内面積の比である比表面積の影響を受け，比表面積が大き

いほど自然沈着率は大きくなると考えられる。 

CSE 実験における体系と 6 号機及び 7 号機の比表面積について表 2 に示す。CSE 実験と 6 号機及

び 7 号機の比表面積は同程度となっており，CSE 実験で得られた自然沈着速度を用いることができ

ると考えられる。 

 

表 2 CSE 実験と 6号機及び 7号機の比表面積の比較 

 CSE 実験体系 6 号機及び 7号機 

体積（m3） 約 600 約 13000 

内面積（m2） 約 570 約 12000 

比表面積（1/m） 約 0.9 約 0.9 
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補足 4 

サプレッションプールでのスクラビングによる除去効果（無機よう素）について 

 

サプレッションプールでのスクラビングによる無機よう素の除去効果（以下「DF」という。）とし

て，Standard Review Plan 6.5.5 に基づき DF10 を設定している。これは Standard Review Plan 

6.5.5 において，「無機よう素のスクラビングによる除去効果として，Mark－Ⅱ及び Mark－Ⅲに対し

て DF10 以下，Mark－Ⅰに対して DF5 以下を主張する場合は，特に計算を必要とせず容認しても良

い」との記載（抜粋参照）に基づくものである。柏崎刈羽原子力発電所第 7号機は ABWR を採用して

いるが，サプレッションプールでのスクラビングに期待可能な水深等，Mark－Ⅱと大きな差異はな

いことから，Standard Review Plan 6.5.5 の記載に基づき，サプレッションプールの沸騰の有無に

関わらず，DF10 を適用することとしている。 

なお，有機よう素についてはガス状の性質であることから，本 DFの効果には期待していない。粒

子状よう素の DF については，ＭＡＡＰ解析のスクラビング計算プログラム（ＳＵＰＲＡコード）に

て評価している。 

 

「Standard Review Plan 6.5.5」（抜粋） 
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参考 

 

サプレッションプールでのスラクビングによる無機よう素の除去効果に関する他の知見について 

 

サプレッションプールでのスラクビングによる無機よう素の除去効果に関する他の知見として，

ＳＰＡＲＣコードによる計算結果並びに UKAEA 及び POSEIDON にて行われた実験がある。 

 

1. ＳＰＡＲＣコードによる計算結果 

Standard Review Plan 6.5.5 の引用文献＊において，ＳＰＡＲＣコードを用いたよう素のスク

ラビングによる除去効果を計算している。当該文献では，Mark－Ⅰ型原子炉格納容器を対象とし

て無機よう素（I2），粒子状よう素（CsI）及び有機よう素（CH3I）に対するスクラビングによる除

去効果を計算している。計算結果は図 1のとおりであり，無機よう素に対する DF は最小 10程度

である。 

なお，選定した事故シーケンスは，原子炉停止機能喪失であり，以下の事故進展を想定してい

る。 

・過渡時において制御棒の挿入不良が発生 

・緊急炉心冷却システムは作動するが，原子炉出力レベルはサプレッションプールの冷却能力

を超過 

・原子炉圧力容器の過圧破損の発生により冷却材が喪失した結果，炉心損傷が発生 

注記＊：P.C.Owczarski and W.K.Winegarder, “Capture of Iodine in Suppression Pools”, 

19th DOE/NRC Nuclear Air Cleaning Conference. 
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I2流量の減少により，
スクラビングによる除去効果が低下＊

 

注記＊：文献中の記載（抜粋） 

“Here the I2 flow rate is fairly high until 148.5min, then the rate (and 

incoming I2 concentration) decreases. These decreases cause the pool scrubbing 

to become less effective at the iodine concentrations of the pool.” 

 

図 1 ＳＰＡＲＣ計算結果（瞬時値 DF）  
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2. UKAEA 及び POSEIDON にて行われた実験 

無機よう素に対するスクラビングによる除去効果について，UKAEA＊1及び POSEIDON＊2において

実験が行われている。実験体系を図 2及び図 3，実験条件及び実験結果を表 1及び表 2に示す＊3。

表 2のとおり，無機よう素の DF は最少で 14である。 

注記＊1：イギリスのウィンフリス（重水減速沸騰軽水冷却炉（SGHWR））の蒸気抑制システムにお

ける核分裂生成物の保持を調べるための実験 

＊2：スイスのポール・シェラー研究所で行われた水中へのガス状よう素のスクラビングに関

する実験 

＊3：“State-of-the-art review on fission products aerosol pool scrubbing under 

severe accident conditions”,1995 
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図 2 UKAEA 実験体系 

 

図 3 POSEIDON 実験体系  
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表 1 実験条件 

 

 

表 2 実験結果 
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補足 5 

原子炉格納容器外への核分裂生成物の放出割合の設定について 

 

放射性物質の原子炉格納容器外への放出割合をＭＡＡＰコードと NUREG-1465 の知見を利用し評

価している。 

事故シーケンス（大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失，W/W ベント）でのＭＡ

ＡＰ解析による放出割合の評価結果（事故発生から 168 時間後時点）を表 3に示す。ただし，以下

に示すとおり，表 3の値は現場作業の線量影響評価に使用していない。 

表 3 によると，高揮発性核種（CsI や CsOH）の放出割合（10-6オーダー）と比べ，中・低揮発性

核種の放出割合が極めて大きい（10-4オーダー）という結果となっている。 

一方，TMI 事故や福島第一原子力発電所事故での観測事実から，事故が起こった場合に最も多く

放出される粒子状の物質はよう素やセシウム等の高揮発性の物質であり，中・低揮発性の物質の放

出量は高揮発性の物質と比べ，少量であることが分かっている。 

表 4 は，TMI 事故後に評価された放射性核種の場所ごとの存在量であるが，希ガスや高揮発性核

種（セシウムやよう素）が原子炉圧力容器外に全量のうち半分程度放出されている一方で，中・低

揮発性核種はほぼ全量が原子炉圧力容器内に保持されているという評価となっている。 

さらに，表 5は，福島第一原子力発電所事故後に実施された発電所敷地内の土壌中放射性核種の

サンプリング結果であるが，最も多く検出されているのは高揮発性核種（セシウムやよう素）であ

り，多くの中・低揮発性核種は不検出という結果となっている。 

また，燃料からの核分裂生成物の放出及び移動挙動に関する実験結果より，各元素の放出挙動は

以下のように整理されており＊，希ガスが高温で燃料からほぼ全量放出されるのに対し，それ以外

の核種の放出挙動は雰囲気条件に依存するとしている。 

 

希ガス ：高温にて燃料からほぼ全量放出される。 

I，Cs ：高温にて燃料からほぼ全量放出される。放出速度は希ガスと同等。 

Sb，Te ：高温にて燃料からほぼ全量放出される。また被覆管と反応した後，被覆管の酸 

化に伴い放出される。 

Sr，Mo，Ru，Rh，Ba ：雰囲気条件（酸化条件 or 還元条件）に大きな影響を受ける。 

Ce，Np，Pu，Y，Zr，Nb ：高温状態でも放出速度は低い。 

 

注記＊：「化学形に着目した破損燃料からの核分裂生成物及びアクチニドの放出挙動評価のため

の研究（JAEA-Review 2013-034，2013 年 12 月）」 

 

表 3 の評価結果はこれらの観測事実及び実験結果と整合が取れていない。これは，事故シーケン

ス（大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）においては，ＭＡＡＰ解析が中・低揮

発性核種の放出割合を過度に大きく評価しているためであると考えられる。 

ＭＡＡＰ解析の持つ保守性としては，炉心が再冠水し溶融炉心の外周部が固化した後でも，燃料

デブリ表面からの放射性物質の放出評価において溶融プール中心部の温度を参照して放出量を評価

していることや，炉心冠水時において燃料デブリ上部の水によるスクラビング効果を考慮していな
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いことが挙げられる。ＭＡＡＰコードの開発元である EPRI からも，再冠水した炉心からの低揮発性

核種の放出についてＭＡＡＰ解析が保守的な結果を与える場合がある旨の以下の報告がなされてい

る。 

・ 炉心が再冠水した場合の低揮発性核種（Ru及び Mo）の放出について，低温の溶融燃料表面付近

ではなく，溶融燃料の平均温度を基に放出速度を算出しているため，ＭＡＡＰ解析が保守的な

結果を与える場合がある。 

・ Mo の放出量評価について，NUREG-1465 よりもＭＡＡＰコードの方が放出量を多く評価する。 

なお，高揮発性核種（セシウムやよう素）については炉心溶融初期に炉心外に放出されるため，

上述の保守性の影響は受けにくいものと考えられる。 

以上のことから，事故シーケンス（大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）にお

いて中・低揮発性核種の放出割合を評価する際，単にＭＡＡＰ解析による評価結果を採用すると，

放出割合として過度に保守的な結果を与える可能性があるため，他の手法を用いた評価が必要にな

ると考えられる。 

そこで，ＭＡＡＰ解析による放出割合の評価結果以外に，海外での規制等にも活用されている

NUREG-1465（米国の原子力規制委員会（NRC）で整備されたものであり，米国でもシビアアクシデン

ト時の典型的な例として，中央制御室の居住性等の様々な評価で使用されている）の知見を利用す

るものとした。このことにより，TMI 事故や福島第一原子力発電所事故の実態により見合った評価

が可能となる。 

なお，事故シーケンス（大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失）において，原子

炉注水機能が使用できないものと仮定した場合における，炉心損傷開始から，原子炉圧力容器が破

損するまでのＭＡＡＰ解析事象進展（事故シーケンス（大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流動

力電源喪失）では，当該事故シーケンスにおいて原子炉注水機能を使用することにより原子炉圧力

容器破損には至らない）と NUREG-1465 の想定の比較は表 1 のとおりであり，NUREG-1465 の想定と

ＭＡＡＰ解析の事象進展に大きな差はなく，本評価において NUREG-1465 の知見は使用可能と判断

した。 

NUREG-1465 の知見を利用した場合の放出割合の評価結果を表 6に示す。 

 

表 1 ＭＡＡＰ解析事象進展と NUREG-1465 の想定の比較 

 燃料被覆管の損傷が開始し，ギャップ

から放射性物質が放出される期間 

炉心溶融が開始し，溶融燃料が原

子炉圧力容器破損するまでの期間 

ＭＡＡＰ 約 17分～約 41分＊1 約 41 分～約 6.4 時間＊2 

NUREG-1465 ～30 分 30 分～2時間 

注記＊1：炉心損傷開始（燃料被覆管温度 1000K）～炉心溶融開始（燃料被覆管温度 2500K） 

＊2：原子炉注水機能が使用できないものと仮定した場合における原子炉圧力容器破損時間 
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各ＭＡＡＰ核種グループの放出割合の具体的な評価手法は以下に示すとおり。 

 

(1) 希ガスグループ，CsI グループ，CsOH グループ 

希ガスを含めた高揮発性の核種グループについては，格納容器圧力逃がし装置への放出割合，

原子炉格納容器から原子炉建屋への漏えい割合ともにＭＡＡＰ解析の結果得られた放出割合を

採用する。 

なお，Csの放出割合は，CsI グループと CsOH グループの放出割合＊1＊2，及び，I元素と Cs 元

素の停止時炉内内蔵量より，以下の式を用いて評価する。 

 

F (T) = F (T) + MM × WW × F (T) − F (T)  

 

F (T) ：時刻 Tにおけるセシウムの放出割合 

F (T) ：時刻 Tにおける CsOH グループの放出割合 

F (T) ：時刻 Tにおける CsI グループの放出割合 

M  ：停止直後の I元素の停止時炉内内蔵量 

M  ：停止直後の Cs 元素の停止時炉内内蔵量 

W  ：Iの原子量 

W  ：Csの原子量 

 

注記＊1：ＭＡＡＰコードでは化学的・物理的性質を考慮し核種をグループ分けしており，各グ

ループの放出割合は，当該グループの停止時炉内内蔵量と放出重量の比をとることで

評価している。 

＊2：各核種グループの停止時炉内内蔵量は以下の手順により評価している。 

① ORIGEN コードにより核種ごとの初期重量を評価する。 

② ①の評価をもとに，同位体の重量を足し合わせ，各元素の重量を評価する。 

③ ②の結果をＭＡＡＰコードにインプットし，ＭＡＡＰコードにて，各元素の化合物

の重量を評価する。 

④ 各化合物は表 2 に示す核種グループに属するものとして整理している。核種グル

ープの炉内内蔵量は，当該の核種グループに属する化合物の炉内内蔵量の和として

評価している。 
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表 2 各核種グループの炉内内蔵量 

核種グループ 
各核種グループに 

対応する化合物 

炉内内蔵量[kg] 

（安定核種を含む） 

希ガス Xe，Kr 約 750kg 

CsI CsI，RbI 約 57kg 

TeO2，Te2 TeO2，Te2 約 74kg，約 63kg＊ 

SrO SrO 約 160kg 

MoO2 MoO2，RuO2，TcO2，RhO2 約 600kg 

CsOH CsOH，RbOH 約 470kg 

BaO BaO 約 220kg 

La2O3 
La2O3，Pr2O3，Nd2O3，Sm2O3，

Y2O3，ZrO2，NbO2，AmO2，CmO2 
約 1200kg 

CeO2 CeO2，NpO2，PuO2 約 470kg 

Sb Sb 約 2.2kg 

UO2 UO2 約 180000kg 

注記＊：表中に示す Te2の炉内内蔵量[kg]は，停止時に炉内に存在する Te 元素の全量

が Te2の形態で存在する場合の値に相当する。 
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(2) それ以外の核種グループ 

中・低揮発性の核種グループについては，ＭＡＡＰ解析の結果から得られた放出割合は採用せ

ず，ＭＡＡＰ解析の結果から得られた Cs の放出割合，希ガスグループの放出割合及び NUREG-

1465 の知見を利用し放出割合を評価する。 

 

a. 格納容器圧力逃がし装置への放出割合 

放出割合の経時的な振る舞いは希ガスと同一＊とし，Cs の放出割合に対する当該核種グルー

プの放出割合の比率が，168 時間経過時点において NUREG-1465 で得られた比率に等しいとし

て，以下の評価式に基づき評価した。表 7 及び表 8 に NUREG-1465 で評価された原子炉格納容

器内への放出割合を示す。 

 

F (T) = F  (T) × γ

γ
× F (168h)

F  (168h) 
 

F (T) ：時刻 Tにおける i番目のＭＡＡＰ核種グループの放出割合 

F  (T) ：時刻 Tにおける希ガスグループの放出割合 

F (168h) ：168 時間経過時点におけるセシウムの積算放出割合 

F  (168h) ：168 時間経過時点における希ガスグループの積算放出割合 

γ  ：NUREG-1465 における i番目のＭＡＡＰ核種グループに相当 

する核種グループの原子炉格納容器への放出割合 

γ  ：NUREG-1465 における Cs に相当する核種グループの原子 

炉格納容器への放出割合 

 

注記＊：中・低揮発性の核種グループは，事故初期の燃料が高温となっているとき以外は殆ど

燃料外に放出されないものと考えられる。そのため，ベント後の燃料からの追加放出

はほとんどなく，事故初期に原子炉格納容器内に放出され，原子炉格納容器気相部に

浮遊しているものだけが大気中に放出され得ると考えられる。 

ベントに伴い中・低揮発性核種は原子炉格納容器気相部からベントラインに流入する

が，その流入の仕方，すなわち放出割合の経時的な振る舞いは，同じく原子炉格納容

器気相部に浮遊しており壁面等からの追加放出がない希ガスの放出割合の振る舞いに

近いと考えられる。 

以上のことから，中・低揮発性の核種グループの「各時刻における放出割合」は，「各

時刻における希ガスグループの放出割合」に比例するものとした。 
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b. 原子炉格納容器から原子炉建屋への漏えい割合 

放出割合の経時的な振る舞いは Csと同一＊とし，Cs の放出割合に対する当該核種グループの

放出割合の比率は，168 時間経過時点において NUREG-1465 で得られた比率に等しいとして，以

下の評価式に基づき評価した。 

 

F (T) = F (T) × γ

γ
 

 

F (T) ：時刻 Tにおける i番目のＭＡＡＰ核種グループの放出割合 

F (T) ：時刻 Tにおけるセシウムの放出割合 

γ  ： NUREG-1465 における i番目のＭＡＡＰ核種グループに相当す 

る核種グループの原子炉格納容器への放出割合 

γ  ： NUREG-1465 における Csに相当する核種グループの原子炉 

格納容器への放出割合 

 

 

注記＊：中・低揮発性の核種グループは原子炉格納容器内で粒子状物質として振る舞い，沈着

や格納容器スプレイ等により気相部から除去されると考えられる。また，事故発生後，

原子炉格納容器の気相部からの除去が進んだ後は原子炉格納容器からの漏えいはほと

んどなくなるものと考えられる。 

本評価では，中・低揮発性の核種グループ同様，原子炉格納容器内で粒子状物質とし

て除去される Cｓを代表として参照し，中・低揮発性の核種グループの「各時刻にお

ける漏えい割合」を，「各時刻における Cs の漏えい割合」に比例するものとした。 
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表 3 ＭＡＡＰ解析による放出割合の評価結果（現場作業の線量影響評価に使用しない） 

核種グループ 

停止時炉内内蔵量に対する 

格納容器圧力逃がし装置への放出割合 

（事故発生から 168 時間後時点） 

希ガス 約 9.2×10-1 

CsI 約 1.3×10-6 

TeO2 約 1.7×10-6 

SrO 約 2.0×10-4 

MoO2 約 3.0×10-6 

CsOH 約 2.7×10-6 

BaO 約 4.2×10-5 

La2O3 約 1.0×10-4 

CeO2 約 1.0×10-4 

Sb 約 2.9×10-6 

Te2 0 

UO2 0 

Cs＊ 約 2.6×10-6 

注記＊： CsI グループと CsOH グループの放出割合から評価（評価式は参考 1を参照） 
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表 4 TMI 事故後に評価された放射性核種の場所ごとの存在量 

 

出典：TMI-2 号機の調査研究成果（渡会偵祐，井上康，桝田藤夫 日本原子力学会誌 

Vol.32,No.4(1990)） 

 

 

表 5 福島第一原子力発電所事故後に検出された土壌中の放射性核種 

 

出典：東京電力 HP（http://www.tepco.co.jp/cc/press/11040609-j.html） 
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表 6 NUREG-1465 の知見を用いた補正後の放出割合（現場作業の線量影響評価に使用） 

核種グループ 

停止時炉内内蔵量に対する 

格納容器圧力逃がし装置への放出割合 

（事故発生から 168 時間後時点） 

希ガス 約 9.2×10-1 

CsI 約 1.3×10-6 

TeO2 約 5.2×10-7 

SrO 約 2.1×10-7 

MoO2 約 2.6×10-8 

CsOH 約 2.7×10-6 

BaO 約 2.1×10-7 

La2O3 約 2.1×10-9 

CeO2 約 5.2×10-9 

Sb 約 5.2×10-7 

Te2 0＊2 

UO2 0＊2 

Cs＊1 約 2.6×10-6 

注記＊1：CsI グループと CsOH グループの放出割合から評価（評価式は参考 1を参照） 

＊2：本評価において「Te2グループ」及び「UO2グループ」の放出割合のＭＡＡＰ解析結

果はゼロであるため，NUREG-1465 の知見を用いた補正の対象外とした。 
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表 7 NUREG-1465 での原子炉格納容器内への放出割合 

核種グループ 原子炉格納容器への放出割合＊ 

Cs 0.25 

TeO2，Sb，Te2 0.05 

SrO，BaO 0.02 

MoO2 0.0025 

CeO2，UO2 0.0005 

La2O3 0.0002 

注記＊：NUREG-1465 の Table 3.12「Gap Release」の値と「Early In-Vessel」の値の和を参照

（NUREG-1465 では，「Gap Release」，「Early In-Vessel」，「Ex-Vessel」及び「Late In-

Vessel」の各事象進展フェーズに対して原子炉格納容器内への放出割合を与えている。

現場作業の線量影響評価における想定事故シナリオでは，原子炉圧力容器が健全な状

態で事故収束するため，原子炉圧力容器損傷前までの炉心からの放出を想定する「Gap 

Release」及び「Early In-Vessel」の値の和を用いる。） 

 

 

表8 NUREG-1465（抜粋） 
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参考1 

セシウムの放出割合の評価方法 

 

1. セシウムの放出割合 

(1) CsI の形態で存在しているセシウム 

全よう素が CsI の形態で存在するものとして整理する。CsI の形態で存在しているセシウム

の重量は以下のとおりとなる。 

 

CsI の初期重量[kg] ＝ MI ＋ MI/WI×WCs 

CsI 初期重量中のセシウム重量[kg] ＝ MI/WI×WCs 

 

セシウム元素初期重量[kg]：MCs    よう素元素初期重量[kg]：MI 

セシウム原子量[-]：WCs        よう素原子量[-]：WI 

 

(2) CsOH の形態で存在しているセシウム 

全セシウムが CsI と CsOH の形態で存在するものとして整理する。CsOH の形態で存在してい

るセシウムの重量は以下のとおりとなる。 

 

CsOH 初期重量中のセシウム重量[kg] ＝ MCs － CsI 初期重量中のセシウム重量[kg] 

＝ MCs － MI/WI×WCs 

 

(3) セシウムの放出量 

ＭＡＡＰ解析により CsI と CsOH の原子炉格納容器外への放出割合を評価 

 

セシウムの放出重量[kg] ＝ MI/WI×WCs × X ＋ （MCs － MI/WI×WCs）×Y 

X：CsI 放出割合（ＭＡＡＰ解析により得られる） 

Y：CsOH 放出割合（ＭＡＡＰ解析により得られる） 

 

(4) セシウムの放出割合 

1.(3)で得られたセシウムの放出量から，セシウムの放出割合を評価 

 

セシウムの放出割合 ＝ セシウムの放出量 / セシウム元素初期重量 

             ＝ MI/WI×WCs/MCs × X ＋ （1 － MI/WI×WCs/MCs）×Y 

             ＝ Y ＋ MI/MCs×WCs/WI（X － Y） 

 

以上 
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補足 6 

地表面への沈着速度の設定について 

 

現場作業の線量影響評価においては，エアロゾル粒子及び無機よう素の地表面への沈着速度とし

て，乾性沈着及び降水による湿性沈着を考慮した沈着速度（0.5cm/s＊）を用いている。以下では，

湿性沈着を考慮したエアロゾル粒子及び無機よう素の地表面への沈着速度として0.5cm/sを用いる

ことの適用性について検討を行った。 

注記＊：有機よう素の地表面への沈着速度としては 1.7×10-3cm/s 

 

1. 検討手法 

上記沈着速度の適用性は，乾性沈着率と湿性沈着率を合計した沈着率の累積出現頻度97%値と

乾性沈着率の累積出現頻度97%値の比と，エアロゾル粒子及び無機よう素の乾性沈着速度（0.3cm/s）

の積が0.5cm/sを超えていないことによって示す。乾性沈着率及び湿性沈着率は以下のように定

義される。 

 

(1) 乾性沈着率 

乾性沈着率は，「日本原子力学会標準 原子力発電所の確率論的安全評価に関する実施基準

（レベル3PSA編）：2008」（社団法人 日本原子力学会）（以下「学会標準」という。）解説

4.7を参考に評価した。「学会標準」解説4.7では，使用する相対濃度は地表面高さ付近として

いるが，ここでは「原子力発電所中央制御室の居住性に係る被ばく評価手法について（内規）」

（原子力安全・保安院 平成21年8月12日）[【解説5.3】(1)]に従い評価した，放出点高さの

相対濃度を用いた。 

(χ/Q)   (x, y, z) = V ・
χQ(x, y, z) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・① 

(χ/Q) (x, y, z)  ：時刻iでの乾性沈着率[1/m2] 

χ/Q(x, y, z)    ：時刻iでの相対濃度[s/m3] 

V    ：沈着速度[m/s]（0.003）（NUREG/CR-4551 Vol.2より＊） 

注記＊：NUREG/CR-4551 Vol.2 “Evaluation of Severe Accident Risks: Quantification 

of Major Input Parameters” 

 

(2) 湿性沈着率 

降雨時には，評価点上空の放射性核種の地表への沈着は，降雨による影響を受ける。湿性

沈着率( / ) ( , ) は「学会標準」解説4.11より以下のように表される。 

(χ/Q)   (x, y) = Λ ・ χ/Q(x, y, z) dz = χ/Q(x, y, 0) ・Λ π2 Σ exp [ h2Σ ]・・・・・② 

(χ/Q) (x, y)    ：時刻iでの湿性沈着率[1/m2] 

χ/Q(x, y, z)    ：時刻iでの相対濃度[s/m3] 
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χ/Q(x, y, 0)  ：時刻iでの地表面高さでの相対濃度[s/m3] 

Λ  ：時刻iでのウォッシュアウト係数[1/s] 

（ = 9.5 × 10 × Pr .   学会標準より） 

Pr  ：時刻iでの降水強度[mm/h] 

Σ  ：時刻iでの建屋影響を考慮した放射性雲の鉛直方向の拡散幅[m] 

h ：放出高さ[m] 

乾性沈着率と湿性沈着率を合計した沈着率の累積出現頻度97%値と，乾性沈着率の累積出現

頻度97%値の比は以下で定義される。 

= 乾性沈着率と湿性沈着率を合計した沈着率の累積出現頻度97%値

乾性沈着率の累積出現頻度97%値
 

=
V ∙ χ/Q(x, y, z) + χ/Q(x, y, 0) ∙ Λ π2 Σ exp [ h2Σ ]

(V ∙ χ/Q(x, y, z) ) ・・・③ 

 

2. 評価結果 

沈着率の評価結果を表1に示す。乾性沈着率に放出点と同じ高さの相対濃度を用いたとき，乾性

沈着率と湿性沈着率を合計した沈着率の累積出現頻度97%値と，乾性沈着率の累積出現頻度97%値

の比は1.00～1.54程度となった。以上より，エアロゾル粒子及び無機よう素の湿性沈着を考慮し

た沈着速度として，乾性沈着速度の1.54倍（約0.46cm/s）を丸め0.5cm/sと設定することは適切で

あると考えられる＊。 

注記＊：有機よう素の湿性沈着を考慮した沈着速度としては，有機よう素の乾性沈着速度（10-

3cm/s）に対して上記と同じ倍率（=0.5/0.3）を参照し，値を丸め 1.7×10-3cm/s を採用

した。 

 

表1 沈着率評価結果 

放出点及び 

放出点高さ＊ 

相対濃度 

[s/m3] 

①乾性沈着率 

[1/m2] 

②乾性沈着率 

+湿性沈着率 

[1/m2] 

比 

（②/①） 

7 号機格納容器 

圧力逃がし装置配管 

（地上 39.7m） 

1.0×10-3 約 3.1×10-6 約 3.5×10-6 約 1.12 

7 号機原子炉建屋中心 

（地上 0m） 
2.1×10-3 約 6.2×10-6 約 6.2×10-6 約 1.00 

7 号機主排気筒 

（地上 73m） 
6.8×10-4 約 2.0×10-6 約 3.1×10-6 約 1.54 

注記＊：放出点高さは，放出エネルギによる影響は未考慮 
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補足 7 

有機よう素の乾性沈着速度について 

 

現場作業の線量影響評価では，屋外に放出されたよう素のうち，無機よう素はエアロゾル粒子と

同じ沈着速度を用いた。有機よう素についてはエアロゾル粒子とは別に，乾性沈着速度として，NRPB-

R322 を参照し 10-3cm/s と設定した。以下にその根拠を示す。 

 

(1) 英国放射線防護庁（NRPB）による報告 

英国放射線防護庁 大気拡散委員会による年次レポート（NRPB-R322＊1）に沈着速度に関する報

告がなされている。本レポートでは，有機よう素について，植物に対する沈着速度に関する知見

が整理されており，以下のとおり報告されている。 

 

  ・植物に対する沈着速度の“best judgement”として 10-5m/s（10-3cm/s）を推奨 

 

(2) 日本原子力学会による報告 

日本原子力学会標準レベル 3PSA 解説 4.8 に沈着速度に関する以下の報告がなされている。 

・ヨウ化メチルは非反応性の化合物であり，沈着速度が小さく，実験で 10-4～10-2cm/s の範囲

である。 

・ヨウ化メチルの沈着は，公衆のリスクに対し僅かな寄与をするだけであり，事故影響評価に

おいてはその沈着は無視できる。 

 

以上のことから，有機よう素の乾性沈着速度はエアロゾル粒子の乾性沈着速度 0.3cm/s に比べて

小さいことが言える。 

また，原子力発電所構内は，コンクリート，道路，芝生及び木々で構成されているが，エアロゾ

ル粒子の沈着速度の実験結果（NUREG/CR-4551）によると，沈着速度が大きいのは芝生や木々であり，

植物に対する沈着速度が大きくなる傾向であった。 

したがって，有機よう素の乾性沈着速度として，NRPB-R322 の植物に対する沈着速度である 10-

3cm/s を用いるのは妥当と判断した。 

 

注記＊1：NRPB-R322-Atmospheric Dispersion Modelling Liaison Committee Annual Report, 

1998-99 
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NRPB-R322 ANNEX-A  「2.2 Iodine」の抜粋 
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補足 8 

エアロゾルの乾性沈着速度について 

 

現場作業の線量影響評価では，地表面へのエアロゾル粒子の沈着速度として乾性沈着及び降水に

よる湿性沈着を考慮した沈着速度（0.5cm/s）を用いており，沈着速度の評価に当たっては，乾性沈

着速度として0.3cm/sを用いている。乾性沈着速度の設定の考え方を以下に示す。 

エアロゾル粒子の乾性沈着速度は，NUREG/CR-4551＊1に基づき0.3cm/sと設定した。NUREG/CR-4551

では郊外を対象としており，郊外とは道路，芝生及び木々で構成されるとしている。原子力発電所

内は舗装面が多く，建屋屋上はコンクリートであるため，この沈着速度が適用できると考えられる。

また，NUREG/CR-4551 では 0.5µm～5µm の粒径に対して検討されているが，原子炉格納容器内の除去

過程で，相対的に粒子径の大きなエアロゾル粒子は原子炉格納容器内に十分捕集されるため，粒径

の大きなエアロゾル粒子は放出されにくいと考えられる。 

また，W.G.N.Slinn の検討＊2 によると，草や水，小石といった様々な材質に対する粒径に応じた

乾性の沈着速度を整理しており，これによると 0.1µm～5µm の粒径では沈着速度は 0.3cm/s 程度（図

1）である。以上のことから，現場作業の線量影響評価におけるエアロゾル粒子の乾性の沈着速度と

して 0.3cm/s を適用できると判断した。 

 

 
図 1 様々な粒径における乾性沈着速度（Nuclear Safety Vol.19＊2） 

 

注記＊1：J.L. Sprung 等：Evaluation of severe accident risks: quantification of major 

input parameters, NUREG/CR-4551 Vol.2 Rev.1 Part 7, 1990 

＊2：W.G.N. Slinn: Parameterizations for Resuspension and for Wet and Dry Deposition 

of Particles and Gases for Use in Radiation Dose Calculations, Nuclear Safety 

Vol.19 No.2, 1978  
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（参考） 

 

炉心の著しい損傷が発生した場合のエアロゾル粒子の粒径について 

 

炉心の著しい損傷が発生した場合に原子炉格納容器内で発生する放射性物質を含むエアロゾル粒

子の粒径分布として本評価で設定している「0.1μm 以上」は，粒径分布に関して実施されている研

究を基に設定している。 

炉心の著しい損傷が発生した場合には原子炉格納容器内にスプレイ等による注水が実施されるこ

とから，炉心の著しい損傷が発生した場合の粒径分布を想定し，「原子炉格納容器内でのエアロゾル

の挙動」及び「原子炉格納容器内の水の存在の考慮」といった観点で実施された表 1の②，⑤に示

す試験等を調査した。さらに，炉心の著しい損傷が発生した場合のエアロゾル粒子の粒径に対する

共通的な知見とされている情報を得るために，海外の規制機関（NRC 等）や各国の合同で実施され

ている炉心の著しい損傷が発生した場合のエアロゾルの挙動の試験等（表 1の①，③，④）を調査

した。以上の調査結果を表 1に示す。 

表 1で整理した試験等は，想定するエアロゾル発生源，挙動範囲（原子炉格納容器，一次冷却材

配管等），水の存在等に違いがあるが，エアロゾル粒子の粒径の範囲に大きな違いはなく，原子炉格

納容器内環境でのエアロゾル粒子の粒径はこれらのエアロゾル粒子の粒径と同等な分布範囲を持つ

ものと推定できる。 

したがって，過去の種々の調査・研究により示されている範囲を包含する値として，0.1μm以上

のエアロゾル粒子を想定することは妥当である。 
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表 1 炉心の著しい損傷が発生した場合のエアロゾル粒子の粒径についての文献調査結果 

番号 試験名又は報告書名等 
エアロゾル粒子の

粒径(μm) 
備考 

① LACE LA2＊1 
約 0.5～5 

(図 1参照) 

炉心の著しい損傷が発生した場合の

評価に使用されるコードでの原子炉

格納容器閉じ込め機能喪失を想定条

件とした比較試験 

② NUREG/CR-5901＊2 
0.25～2.5 

(参考 1-1) 

原子炉格納容器内に水が存在し，溶

融炉心を覆っている場合のスクラビ

ング効果のモデル化を紹介したレポ

ート 

③ AECL が実施した実験＊3 
0.1～3.0 

(参考 1-2) 

炉心の著しい損傷が発生した場合を

考慮した一次系内のエアロゾル挙動

に着目した実験 

④ PBF-SFD＊3 
0.29～0.56 

(参考 1-2) 

炉心の著しい損傷が発生した場合を

考慮した一次系内のエアロゾル挙動

に着目した実験 

⑤ PHÉBUS FP＊3 
0.5～0.65 

(参考 1-2) 

炉心の著しい損傷が発生した場合の

FP 挙動の実験（左記のエアロゾル粒

径は PHÉBUS FP 実験の原子炉格納容

器内のエアロゾル挙動に着目した実

験の結果） 

 

参考文献 

注記＊1：J. H. Wilson and P. C. Arwood, Summary of Pretest Aerosol Code Calculations for 

LWR Aerosol Containment Experiments (LACE) Test LA2 

＊2：D. A. Powers and J. L. Sprung, NUREG/CR-5901, A Simplified Model of Aerosol 

Scrubbing by a Water Pool Overlying Core Debris Interacting With Concrete 

＊3：STATE-OF-THE-ART REPORT ON NUCLEAR AEROSOLS, NEA/CSNI/R(2009)5 
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図 1 LACE LA2 でのコード比較試験で得られたエアロゾル粒子の粒径の時間変化グラフ 
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参考 1-1 NUREG/CR-5901 の抜粋 
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試験名又は報告書名等 試験の概要 

AECL が実施した実験 
CANDU のジルカロイ被覆管燃料を使用した，一次系での核分裂

生成物の挙動についての試験 

PBF-SFD 

米国のアイダホ国立工学環境研究所で実施された炉心損傷状

態での燃料棒及び炉心のふるまい並びに核分裂生成物及び水

素ガスの放出についての試験 

PHÉBUS FP 

フランスのカダラッシュ研究所の PHÉBUS 研究炉で実施され

た，炉心の著しい損傷が発生した場合の，炉心燃料から一次系

を経て原子炉格納容器に至るまでの核分裂生成物の挙動を調

べる実機燃料を用いた総合試験 

 

 

 

参考 1-2 STATE-OF-THE-ART REPORT ON NUCLEAR AEROSOLS, 

NEA/CSNI/R(2009)5 の抜粋及び試験の概要 
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補足 9 

実効放出継続時間の設定について 

 

大気拡散評価に用いる実効放出継続時間は，「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」＊

に従い，事故期間中の放射性物質の全放出量を 1時間当たりの最大放出量で除した値として計算す

る。実効放出継続時間は，大気拡散評価で放出継続時間を考慮した単位時間当たりの拡散係数を求

めるために設定するものであり，被ばく評価においては，評価対象期間の放出率に拡散係数を乗じ

ることにより大気拡散を考慮した評価を行う。 

実効放出継続時間は放出経路ごとに設定しており，原子炉建屋，主排気筒及び格納容器圧力逃が

し装置配管のそれぞれの放出経路における実効放出継続時間を計算した結果について，サプレッシ

ョンチェンバの排気ラインを使用したベントを実施する場合を表 1に，ドライウェルの排気ライン

を使用したベントを実施する場合を表 2に示す。 

原子炉建屋及び格納容器圧力逃がし装置配管からの放出の実効放出継続時間は 1時間未満であり，

主排気筒からの放出の実効放出継続時間は 17～19 時間程度となっている。 

大気拡散評価に用いる風速，風向などの気象データは，1 時間ごとのデータとして整理されてお

り，実効放出継続時間として設定できる最小単位は 1時間である。 

また，実効放出継続時間を 2 時間以上で設定した場合は，その期間に同一風向の風が吹き続ける

ことを想定し，その期間の拡散係数の平均を単位時間当たりの拡散係数としている。なお，平均す

る期間に異なる風向が含まれる場合は，拡散係数を 0として平均を計算する。このため，実効放出

継続時間が長くなるほど平均される期間が長くなり拡散係数は小さい傾向となる。 

ベント実施に伴う被ばく評価では，原子炉建屋及び格納容器圧力逃がし装置配管からの放出の実

効放出継続時間は 1 時間を適用し，主排気筒からの放出の実効放出継続時間は 10 時間を適用して

大気拡散評価を行った。 

 

注記＊：（気象指針解析抜粋） 

(3) 実効放出継続時間（Ｔ）は，想定事故の種類によって放出率に変化があるので，放出

モードを考慮して適切に定めなければならないが，事故期間中の放射性物質の全放出量を

1時間当たりの最大放出量で除した値を用いることもひとつの方法である。 
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表 1 W/W からベントを行う場合の実効放出継続時間 

 放出経路 
原子炉建屋 

放出分 

主排気筒 

放出分 

ベント 

放出分 

① 

放出量＊(Bq) 

希ガス 約 1.6×1016 約 4.0×1015 約 1.0×1018 

希ガス以外 約 1.4×1016 約 4.4×1015 約 1.6×1016 

② 

最大放出率＊(Bq/h) 

希ガス 約 1.1×1017 約 2.1×1014 約 3.2×1018 

希ガス以外 約 1.0×1017 約 2.5×1014 約 4.9×1016 

（①÷②） 

実効放出継続時間(h) 

希ガス 約 0.15 約 19 約 0.32 

希ガス以外 約 0.14 約 17 約 0.32 

注記＊：ガンマ線エネルギ0.5MeV換算値 

 

表 2 D/W からベントを行う場合の実効放出継続時間 

 放出経路 
原子炉建屋 

放出分 

主排気筒 

放出分 

ベント 

放出分 

① 

放出量＊(Bq) 

希ガス 約 1.7×1016 約 4.1×1015 約 8.3×1017 

希ガス以外 約 1.5×1016 約 4.4×1015 約 1.5×1016 

② 

最大放出率＊(Bq/h) 

希ガス 約 1.1×1017 約 2.2×1014 約 1.4×1018 

希ガス以外 約 1.1×1017 約 2.6×1014 約 2.5×1016 

（①÷②） 

実効放出継続時間(h) 

希ガス 約 0.15 約 19 約 0.58 

希ガス以外 約 0.14 約 17 約 0.59 

注記＊：ガンマ線エネルギ0.5MeV換算値 
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補足 10 

 

ベント実施に伴う操作時の作業員の被ばく評価で考慮している線源の選定について 

 

ベント実施に伴う操作時の作業員の被ばく評価では，以下の被ばく経路＊1を考慮している。 

 

 ・原子炉建屋内の放射性物質からのガンマ線による被ばく＊2 

 ・放射性雲中の放射性物質からのガンマ線による被ばく 

 ・原子炉建屋内に浮遊する放射性物質を吸入摂取することによる被ばく 

 ・格納容器圧力逃がし装置の配管内の放射性物質からのガンマ線による被ばく 

 

注記＊1：「地表面に沈着した放射性物質からのガンマ線による被ばく」は，原子炉建屋外壁が十分

厚いことから影響は軽微であるとし，評価の対象外としている。 

  ＊2：原子炉建屋内の作業エリアに浮遊する放射性物質による外部被ばくを含む。 

 

上記の被ばく経路以外にアクセスルート等には，表 1に示すとおり，線源となりうる非常用ガス

処理系フィルタがあるが，「設備とアクセスルートが十分に離れていること」，「設備とアクセスルー

トの間の壁に十分な遮蔽効果があること」及び「移動時間を考慮すると設備からの影響は短時間で

あること」から，被ばくへの影響が小さいと考え，評価上考慮していない。なお，アクセスルート

上において，その他に特筆すべき線源はないことを確認している。 

設備とアクセスルートの関係を図 1から図 5に示す。 

 

表 1 線源となる設備とアクセスルート等への影響 

  

設備 考慮しない理由 
離隔距離 

及び遮蔽厚 
設置位置 

非常用ガス

処理系フィ

ルタ 

原子炉建屋3階管理区域内の設備であり，

非管理区域内であるアクセスルートとは

十分離れており，設備とアクセスルート

の間には原子炉建屋の壁，床があり十分

な遮蔽効果に期待できることから被ばく

への影響は小さいと考えられるため。 

離隔距離：10m 以上 

 遮蔽厚：50cm 以上 
図 5 



 

補足 10－2 

 

図 1 コントロール建屋及びサービス建屋のアクセスルート（2階） 
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図 2 コントロール建屋及びサービス建屋のアクセスルート（地下 1階） 
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図 3 原子炉建屋の操作場所及びアクセスルート（地下 1 階） 
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図 4 原子炉建屋の操作場所及びアクセスルート（2 階） 
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図 5 原子炉建屋の操作場所及びアクセスルート（中 3階） 
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補足 11 

気象資料の代表性について 

 

柏崎刈羽原子力発電所敷地内において観測した 1985 年 10 月から 1986 年 9 月までの 1 年間の気

象データを用いて評価を行うに当たり，当該 1年間の気象データが長期間の気象状態を代表してい

るかどうかの検討を F分布検定により実施した。 

以下に検定方法及び検討結果を示す。 

 

(1) 検定方法 

a. 検定に用いた観測データ 

気象資料の代表性を確認するに当たっては，通常は被ばく評価上重要な排気筒高風を用い

て検定するものの，被ばく評価では保守的に地上風を使用することもあることから，排気筒高

さ付近を代表する標高 85m の観測データに加え，参考として標高 20m の観測データを用いて

検定を行った。 

なお，検定には，申請時の最新気象データ（2004 年 4 月～2013 年 3 月）及び最新気象デー

タ（2008 年 4月～2018 年 3 月）を用いた。 

b. データ統計期間 

検定年：1985 年 10 月～1986 年 9 月 

統計年：① 2004 年 4 月～2013 年 3 月（申請時の最新気象データ） 

② 2008 年 4 月～2018 年 3 月（最新気象データ） 

c. 検定方法 

不良標本の棄却検定に関するＦ分布検定の手順に従って検定を行った。 

 

(2) 検定結果 

検定結果は表 1に示すとおり，排気筒高さ付近を代表する標高 85m の観測データについては，

有意水準 5%で棄却されたのは，統計年①及び統計年②において，それぞれ 3 項目であった。ま

た，統計年①で棄却された 2風向（E，SSE）及び統計年②で棄却された 3風向（E，ESE，SSE）

は，いずれも海側に向かう風であり，統計年①で棄却された風速（5.5～6.4m/s）は，棄却限界

をわずかに超えた程度である。 

以上のことから，評価に使用している気象データは，長期間の気象状態を代表しているものと

判断した。 

なお，標高 20m の観測データについては，有意水準 5%で棄却されたのは，統計年①では 10 項

目，統計年②では 8 項目であったものの，排気筒高さ付近を代表する標高 85m の観測データに

より代表性は確認できていることから，当該データの使用には特段の問題はないものと判断し

た。 

棄却検定表を表 2から表 9に示す。 
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表 1 検定結果 

統計年 
棄却数 

標高 85m 標高 20m 

統計年① 

2004 年 4月～2013 年 3月 

3 個 

（風向 2個，風速 1個） 

10 個 

（風向 5個，風速 5個） 

統計年② 

2008 年 4月～2018 年 3月 

3 個 

（風向 3個） 

8 個 

（風向 1個，風速 7個） 
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表 2 棄却検定表（風向） 

検 定 年：敷地内Ｃ点（標高 85m，地上高 51m）1985 年 10 月～1986 年 9 月 

統計年①：敷地内Ａ点（標高 85m，地上高 75m）2004 年 4 月～2013 年 3 月 

（％） 

統計年 

 

風向 

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 平均値 
検定年 

1985 

棄却限界 判定 

○採択 

×棄却 上限 下限 

N 5.69 5.93 6.42 6.24 6.96 7.84 4.80 5.14 6.46 6.16 5.73 8.40 3.93 ○ 

NNE 2.37 2.67 2.64 2.52 2.71 2.71 1.81 2.64 2.59 2.52 2.05 3.21 1.82 ○ 

NE 3.72 3.22 2.93 2.63 2.78 3.67 2.67 2.58 1.80 2.89 1.91 4.33 1.44 ○ 

ENE 4.01 3.08 3.35 3.21 3.41 3.89 2.26 3.21 2.67 3.23 2.80 4.55 1.91 ○ 

E 5.00 4.09 4.96 4.36 4.91 4.24 4.05 4.77 3.46 4.43 5.73 5.70 3.15 × 

ESE 9.57 7.00 8.17 7.24 7.57 6.22 5.91 6.72 6.61 7.22 9.16 9.93 4.52 ○ 

SE 12.55 11.46 15.22 14.10 16.82 14.55 14.59 16.25 16.02 14.62 15.18 18.86 10.38 ○ 

SSE 9.61 10.11 11.19 11.20 10.09 12.53 13.86 12.30 11.71 11.40 7.24 14.71 8.08 × 

S 3.94 5.28 4.47 4.64 3.53 4.94 5.03 4.38 4.19 4.49 4.26 5.84 3.14 ○ 

SSW 2.77 3.13 2.26 2.75 2.23 2.74 2.40 2.33 2.10 2.52 2.09 3.34 1.70 ○ 

SW 6.53 5.31 2.40 3.02 2.64 2.71 3.47 2.66 2.59 3.48 3.00 7.00 0.00 ○ 

WSW 7.34 6.87 5.49 6.14 4.57 4.82 5.57 5.09 4.89 5.64 6.90 7.98 3.31 ○ 

W 6.83 6.61 7.40 7.14 7.03 6.69 7.91 6.47 6.30 6.93 6.96 8.15 5.71 ○ 

WNW 7.98 7.58 9.82 9.34 9.38 7.14 8.94 7.54 9.23 8.55 9.82 10.95 6.15 ○ 

NW 7.25 11.76 8.16 9.98 10.21 8.06 10.81 11.02 12.59 9.98 10.97 14.38 5.58 ○ 

NNW 4.37 5.38 4.54 4.59 4.37 4.94 5.46 6.03 5.81 5.05 5.30 6.60 3.51 ○ 

CALM 0.47 0.53 0.58 0.89 0.80 2.31 0.47 0.86 1.00 0.88 0.91 2.26 0.00 ○ 
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表 3 棄却検定表（風速） 

検 定 年：敷地内Ｃ点（標高 85m，地上高 51m）1985 年 10 月～1986 年 9 月 

統計年①：敷地内Ａ点（標高 85m，地上高 75m）2004 年 4 月～2013 年 3 月 

（％） 

統計年 

 

風速(m/s) 

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 平均値 
検定年 

1985 

棄却限界 判定 

○採択 

×棄却 上限 下限 

0.0～0.4 0.47 0.53 0.58 0.89 0.80 2.31 0.47 0.86 1.00 0.88 0.91 2.26 0.00 ○ 

0.5～1.4 4.75 5.71 6.03 7.32 7.90 6.85 7.07 6.46 7.24 6.59 6.92 8.94 4.24 ○ 

1.5～2.4 11.41 11.40 12.47 13.01 12.69 12.88 12.03 12.79 12.87 12.40 11.37 13.93 10.86 ○ 

2.5～3.4 13.48 14.54 16.18 15.98 15.91 15.58 14.65 14.25 13.59 14.91 15.33 17.43 12.38 ○ 

3.5～4.4 13.37 13.96 14.49 14.81 13.94 13.26 14.43 14.30 12.81 13.93 14.83 15.53 12.33 ○ 

4.5～5.4 13.08 11.42 13.71 12.68 11.37 11.06 12.54 12.17 10.20 12.03 11.51 14.71 9.35 ○ 

5.5～6.4 9.70 9.33 9.65 9.03 9.22 9.13 8.88 9.14 8.85 9.22 8.38 9.95 8.48 × 

6.5～7.4 6.83 6.47 5.78 5.13 6.33 7.48 6.02 6.47 6.48 6.33 6.12 7.93 4.73 ○ 

7.5～8.4 3.93 4.15 3.58 3.49 4.32 4.47 4.07 4.43 4.40 4.09 4.41 4.98 3.21 ○ 

8.5～9.4 2.88 2.99 2.67 2.53 2.62 3.73 2.25 2.94 3.35 2.88 3.16 3.97 1.80 ○ 

9.5 以上 20.11 19.50 14.87 15.12 14.90 13.26 17.59 16.18 19.20 16.75 17.07 22.68 10.81 ○ 
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表 4 棄却検定表（風向） 

検 定 年：敷地内Ａ点（標高 20m，地上高 10m）1985 年 10 月～1986 年 9 月 

統計年①：敷地内Ａ点（標高 20m，地上高 10m）2004 年 4 月～2013 年 3 月 

（％） 

統計年 

 

風向 

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 平均値 
検定年 

1985 

棄却限界 判定 

○採択 

×棄却 上限 下限 

N 6.69 6.51 7.04 7.31 7.68 7.57 4.58 6.12 6.88 6.71 7.29 9.00 4.42 ○ 

NNE 1.16 1.25 1.61 1.52 1.46 2.26 1.08 1.82 1.37 1.50 1.83 2.39 0.62 ○ 

NE 2.05 2.04 2.54 2.44 2.71 2.92 2.23 2.69 1.85 2.38 1.76 3.27 1.50 ○ 

ENE 2.23 1.98 2.39 1.87 2.22 2.69 2.21 2.87 2.03 2.28 3.37 3.07 1.48 × 

E 7.67 7.29 8.01 7.76 9.52 10.10 9.25 9.08 9.49 8.68 5.30 11.13 6.24 × 

ESE 11.24 9.56 9.53 8.74 8.87 8.91 9.27 9.60 10.55 9.59 12.40 11.60 7.58 × 

SE 16.89 17.03 19.17 18.62 16.29 14.20 16.10 13.36 12.51 16.02 14.47 21.54 10.49 ○ 

SSE 2.90 2.67 2.73 2.69 2.52 1.89 2.46 2.57 1.89 2.48 5.59 3.35 1.61 × 

S 2.80 2.94 3.00 2.92 2.33 2.22 2.56 2.82 2.54 2.68 2.56 3.37 2.00 ○ 

SSW 1.25 1.43 1.12 1.48 1.12 1.12 1.54 1.66 1.21 1.33 1.85 1.82 0.83 × 

SW 2.56 3.19 2.76 3.57 2.81 2.86 3.23 3.19 2.97 3.02 2.93 3.76 2.27 ○ 

WSW 7.22 6.41 5.70 5.69 5.24 5.80 5.88 5.30 5.25 5.83 6.56 7.39 4.28 ○ 

W 8.17 9.30 10.30 9.31 9.11 8.53 10.63 7.79 8.87 9.11 8.66 11.35 6.87 ○ 

WNW 8.14 9.96 7.98 7.75 8.04 7.21 8.33 7.40 9.02 8.20 9.11 10.25 6.15 ○ 

NW 8.73 9.09 6.53 8.78 8.31 7.85 8.26 9.57 10.52 8.63 8.56 11.34 5.92 ○ 

NNW 3.74 3.60 2.70 2.37 2.60 3.72 4.27 3.76 3.60 3.38 4.31 4.95 1.80 ○ 

CALM 6.55 5.75 6.88 7.16 9.17 10.14 8.11 10.41 9.43 8.18 3.45 12.27 4.09 × 
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表 5 棄却検定表（風速） 

検 定 年：敷地内Ａ点（標高 20m，地上高 10m）1985 年 10 月～1986 年 9 月 

統計年①：敷地内Ａ点（標高 20m，地上高 10m）2004 年 4 月～2013 年 3 月 

（％） 

統計年 

 

風速(m/s) 

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 平均値 
検定年 

1985 

棄却限界 判定 

○採択 

×棄却 上限 下限 

0.0～0.4 6.55 5.75 6.88 7.16 9.17 10.14 8.11 10.41 9.43 8.18 3.45 12.27 4.09 × 

0.5～1.4 44.91 45.66 49.32 47.96 47.40 47.44 48.83 49.05 46.74 47.48 28.26 51.17 43.80 × 

1.5～2.4 16.53 15.25 16.39 15.74 16.31 15.49 15.64 13.87 14.91 15.57 30.49 17.60 13.53 × 

2.5～3.4 7.82 8.12 7.90 8.26 8.39 8.26 7.15 8.02 7.74 7.96 10.11 8.87 7.05 × 

3.5～4.4 4.93 6.14 4.78 4.98 4.44 5.04 4.55 5.68 5.27 5.09 6.12 6.41 3.77 ○ 

4.5～5.4 4.74 4.30 3.34 3.96 3.60 3.55 3.80 4.39 4.43 4.01 4.34 5.17 2.86 ○ 

5.5～6.4 3.65 3.58 2.93 3.55 2.77 2.77 3.57 3.31 3.27 3.27 4.00 4.14 2.40 ○ 

6.5～7.4 3.67 3.67 2.75 3.29 2.27 1.99 2.90 2.54 2.86 2.88 3.16 4.30 1.47 ○ 

7.5～8.4 3.06 3.08 1.95 2.40 2.13 1.89 2.45 1.51 2.30 2.31 3.21 3.57 1.04 ○ 

8.5～9.4 1.85 1.97 1.17 1.39 1.75 1.43 1.52 0.66 1.36 1.46 2.39 2.41 0.50 ○ 

9.5 以上 2.28 2.47 2.59 1.32 1.75 2.00 1.48 0.56 1.69 1.79 4.47 3.34 0.25 × 
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表 6 棄却検定表（風向） 

検 定 年：敷地内Ｃ点（標高 85m，地上高 51m）1985 年 10 月～1986 年 9 月 

統計年②：敷地内Ａ点（標高 85m，地上高 75m）2008 年 4 月～2018 年 3 月 

（％） 

統計年 

 

風向 

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 平均値 
検定年 

1985 

棄却限界 判定 

○採択 

×棄却 上限 下限 

N 6.96 7.84 4.80 5.14 6.46 5.20 5.59 5.54 6.40 4.93 5.89 5.73 8.24 3.53 ○ 

NNE 2.71 2.71 1.81 2.64 2.59 2.76 3.06 3.68 5.13 2.76 2.98 2.05 5.08 0.89 ○ 

NE 2.78 3.67 2.67 2.58 1.80 2.11 1.84 2.79 2.91 1.97 2.51 1.91 3.90 1.12 ○ 

ENE 3.41 3.89 2.26 3.21 2.67 2.06 2.16 3.16 2.55 2.80 2.82 2.80 4.23 1.41 ○ 

E 4.91 4.24 4.05 4.77 3.46 2.98 3.46 4.84 4.05 4.15 4.09 5.73 5.62 2.56 × 

ESE 7.57 6.22 5.91 6.72 6.61 5.27 6.25 7.41 5.66 7.02 6.47 9.16 8.23 4.70 × 

SE 16.82 14.55 14.59 16.25 16.02 15.85 15.55 16.07 15.46 15.44 15.66 15.18 17.34 13.98 ○ 

SSE 10.09 12.53 13.86 12.30 11.71 12.09 11.92 11.72 10.96 10.93 11.81 7.24 14.25 9.37 × 

S 3.53 4.94 5.03 4.38 4.19 4.41 4.26 3.72 4.19 4.26 4.29 4.26 5.39 3.20 ○ 

SSW 2.23 2.74 2.40 2.33 2.10 2.49 2.53 2.12 2.04 2.41 2.34 2.09 2.86 1.82 ○ 

SW 2.64 2.71 3.47 2.66 2.59 2.93 3.02 2.70 2.64 2.82 2.82 3.00 3.46 2.18 ○ 

WSW 4.57 4.82 5.57 5.09 4.89 6.09 5.74 5.97 4.48 6.60 5.38 6.90 7.08 3.68 ○ 

W 7.03 6.69 7.91 6.47 6.30 7.28 7.26 7.12 6.09 8.40 7.05 6.96 8.75 5.36 ○ 

WNW 9.38 7.14 8.94 7.54 9.23 9.95 9.86 6.98 7.82 9.26 8.61 9.82 11.29 5.93 ○ 

NW 10.21 8.06 10.81 11.02 12.59 12.26 11.04 9.49 11.58 9.82 10.69 10.97 13.90 7.48 ○ 

NNW 4.37 4.94 5.46 6.03 5.81 4.97 5.21 5.57 7.04 4.91 5.43 5.30 7.20 3.66 ○ 

CALM 0.80 2.31 0.47 0.86 1.00 1.28 1.23 1.12 1.01 1.54 1.16 0.91 2.34 0.00 ○ 
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表 7 棄却検定表（風速） 

検 定 年：敷地内Ｃ点（標高 85m，地上高 51m）1985 年 10 月～1986 年 9 月 

統計年②：敷地内Ａ点（標高 85m，地上高 75m）2008 年 4 月～2018 年 3 月 

（％） 

統計年 

 

風速(m/s) 

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 平均値 
検定年 

1985 

棄却限界 判定 

○採択 

×棄却 上限 下限 

0.0～0.4 0.80 2.31 0.47 0.86 1.00 1.28 1.23 1.12 1.01 1.54 1.16 0.91 2.34 0.00 ○ 

0.5～1.4 7.90 6.85 7.07 6.46 7.24 7.45 7.79 8.67 7.85 7.73 7.50 6.92 8.99 6.01 ○ 

1.5～2.4 12.69 12.88 12.03 12.79 12.87 11.60 13.84 14.02 13.19 12.41 12.83 11.37 14.59 11.08 ○ 

2.5～3.4 15.91 15.58 14.65 14.25 13.59 13.95 15.14 17.33 15.60 15.73 15.17 15.33 17.79 12.56 ○ 

3.5～4.4 13.94 13.26 14.43 14.30 12.81 14.20 13.47 14.61 13.06 14.32 13.84 14.83 15.35 12.33 ○ 

4.5～5.4 11.37 11.06 12.54 12.17 10.20 10.82 10.51 11.10 11.06 11.24 11.21 11.51 12.87 9.54 ○ 

5.5～6.4 9.22 9.13 8.88 9.14 8.85 8.74 7.77 8.03 8.66 8.17 8.66 8.38 9.86 7.46 ○ 

6.5～7.4 6.33 7.48 6.02 6.47 6.48 6.46 5.85 4.98 5.67 6.16 6.19 6.12 7.73 4.65 ○ 

7.5～8.4 4.32 4.47 4.07 4.43 4.40 3.62 3.86 3.44 3.96 3.77 4.03 4.41 4.90 3.17 ○ 

8.5～9.4 2.62 3.73 2.25 2.94 3.35 2.93 2.30 2.49 2.79 2.49 2.79 3.16 3.90 1.67 ○ 

9.5 以上 14.90 13.26 17.59 16.18 19.20 18.93 18.25 14.22 17.16 16.45 16.61 17.07 21.37 11.86 ○ 

 

  



  

 

補
足

11
－

9 

表 8 棄却検定表（風向） 

検 定 年：敷地内Ａ点（標高 20m，地上高 10m）1985 年 10 月～1986 年 9 月 

統計年②：敷地内Ａ点（標高 20m，地上高 10m）2008 年 4 月～2018 年 3 月 

（％） 

統計年 

 

風向 

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 平均値 
検定年 

1985 

棄却限界 判定 

○採択 

×棄却 上限 下限 

N 7.68 7.57 4.58 6.12 6.88 5.16 6.09 5.58 6.51 5.55 6.17 7.29 8.56 3.78 ○ 

NNE 1.46 2.26 1.08 1.82 1.37 1.42 1.67 3.76 4.06 2.48 2.14 1.83 4.57 0.00 ○ 

NE 2.71 2.92 2.23 2.69 1.85 1.42 1.18 2.18 2.05 1.60 2.08 1.76 3.46 0.70 ○ 

ENE 2.22 2.69 2.21 2.87 2.03 2.46 2.38 2.65 2.13 2.18 2.38 3.37 3.04 1.72 × 

E 9.52 10.10 9.25 9.08 9.49 8.31 6.80 5.80 5.19 4.95 7.85 5.30 12.53 3.17 ○ 

ESE 8.87 8.91 9.27 9.60 10.55 12.77 12.57 10.15 9.91 9.76 10.24 12.40 13.53 6.95 ○ 

SE 16.29 14.20 16.10 13.36 12.51 10.78 12.56 15.84 16.36 18.73 14.67 14.47 20.35 8.99 ○ 

SSE 2.52 1.89 2.46 2.57 1.89 2.83 2.72 4.17 4.81 5.31 3.12 5.59 5.98 0.25 ○ 

S 2.33 2.22 2.56 2.82 2.54 1.94 1.88 1.91 2.30 2.17 2.27 2.56 3.00 1.53 ○ 

SSW 1.12 1.12 1.54 1.66 1.21 1.39 1.08 1.36 1.54 1.67 1.37 1.85 1.91 0.83 ○ 

SW 2.81 2.86 3.23 3.19 2.97 2.22 2.59 1.62 1.86 2.08 2.54 2.93 3.88 1.20 ○ 

WSW 5.24 5.80 5.88 5.30 5.25 7.69 6.38 6.44 4.75 6.62 5.94 6.56 7.99 3.88 ○ 

W 9.11 8.53 10.63 7.79 8.87 8.64 7.93 7.88 8.06 9.36 8.68 8.66 10.76 6.60 ○ 

WNW 8.04 7.21 8.33 7.40 9.02 10.16 9.29 6.56 8.57 7.76 8.23 9.11 10.78 5.69 ○ 

NW 8.31 7.85 8.26 9.57 10.52 8.98 9.39 8.44 10.40 9.07 9.08 8.56 11.22 6.94 ○ 

NNW 2.60 3.72 4.27 3.76 3.60 4.72 4.53 3.96 4.85 3.77 3.98 4.31 5.54 2.42 ○ 

CALM 9.17 10.14 8.11 10.41 9.43 9.10 10.96 11.71 6.67 6.94 9.26 3.45 13.18 5.35 × 
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表 9 棄却検定表（風速） 

検 定 年：敷地内Ａ点（標高 20m，地上高 10m）1985 年 10 月～1986 年 9 月 

統計年②：敷地内Ａ点（標高 20m，地上高 10m）2008 年 4 月～2018 年 3 月 

（％） 

統計年 

 

風速(m/s) 

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 平均値 
検定年 

1985 

棄却限界 判定 

○採択 

×棄却 上限 下限 

0.0～0.4 9.17 10.14 8.11 10.41 9.43 9.10 10.96 11.71 6.67 6.94 9.26 3.45 13.18 5.35 × 

0.5～1.4 47.40 47.44 48.83 49.05 46.74 46.58 47.32 44.92 43.28 39.98 46.15 28.26 52.70 39.61 × 

1.5～2.4 16.31 15.49 15.64 13.87 14.91 14.47 13.03 18.22 19.88 23.82 16.56 30.49 24.29 8.84 × 

2.5～3.4 8.39 8.26 7.15 8.02 7.74 7.30 6.72 7.81 8.44 8.54 7.84 10.11 9.29 6.38 × 

3.5～4.4 4.44 5.04 4.55 5.68 5.27 5.62 4.78 4.72 6.14 4.54 5.08 6.12 6.45 3.70 ○ 

4.5～5.4 3.60 3.55 3.80 4.39 4.43 5.42 4.14 3.32 4.58 3.65 4.09 4.34 5.59 2.58 ○ 

5.5～6.4 2.77 2.77 3.57 3.31 3.27 4.30 3.92 3.16 4.25 2.94 3.43 4.00 4.78 2.07 ○ 

6.5～7.4 2.27 1.99 2.90 2.54 2.86 2.88 3.79 2.18 3.07 2.42 2.69 3.16 3.94 1.44 ○ 

7.5～8.4 2.13 1.89 2.45 1.51 2.30 1.96 2.32 1.61 1.92 2.31 2.04 3.21 2.79 1.29 × 

8.5～9.4 1.75 1.43 1.52 0.66 1.36 1.22 1.57 1.21 1.20 1.89 1.38 2.39 2.20 0.57 × 

9.5 以上 1.75 2.00 1.48 0.56 1.69 1.16 1.45 1.14 0.57 2.96 1.48 4.47 3.15 0.00 × 
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補足 12 

原子炉建屋内の放射性物質からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線 

並びにグランドシャインガンマ線評価モデルについて 

 

原子炉建屋内の放射性物質からの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線評価は，原子炉建屋

の二次遮蔽壁及び補助遮蔽の遮蔽効果を考慮し，評価している。評価モデルを図1及び図2に示す。 

また，グランドシャインガンマ線評価は，大気中へ放出され地表面に沈着した放射性物質を線源

とし，線源は地表面に均一分布しているものとする。グランドシャインガンマ線による被ばく線量

は，単位面積当たりの積算崩壊数(Bq・s/m2)に，「External Exposure to Radionuclides in Air, 

Water, and Soil FGR-12 EPA-402-R-93-081.(1993) TableⅢ.3」に記載の，地表面濃度から実効線

量率への換算係数を乗じることで評価する。  
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295

T.M.S.L. 50035

T.M.S.L. 38200

T.M.S.L. 31700

T.M.S.L. 23500

T.M.S.L. 18100

T.M.S.L. 12000

B-B断面

495

295

295

295

4
95

4
95

4
95

2
95

T.M.S.L. 50035

T.M.S.L. 38200

T.M.S.L. 31700

T.M.S.L. 23500

T.M.S.L. 18100

T.M.S.L. 12000

A-A断面

普通コンクリート
(2.15 [g/cm3])

軽量コンクリート
(1.70 [g/cm3])

（原子炉建屋オペレーティング
フロアの天井のみ）

空気 (1.2049×10-3 [g/cm3])

7号機
原子炉
建屋

B

A

PN

A

B

：線源領域

：評価上考慮した遮蔽
（公称値からマイナス側許容差（-5㎜）を引いた厚さ）

（単位：㎜）

 

図1 7号機原子炉建屋内の放射性物質からの直接ガンマ線による 

被ばく評価モデル  
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※遮蔽として考慮する天井コンクリート厚  )は
公称値からマイナス側許容差（-5㎜）を引いた厚さ

※散乱領域の半径は，点線源から評価点までの距離を超
える長さを設定する。

T.M.S.L.50035

T.M.S.L.50035

T.M.S.L.31700

半径1000m

 
図2 7号機原子炉建屋内の放射性物質からのスカイシャインガンマ線による 

被ばく評価モデル 

注記＊1：遮蔽として考慮する天井コンクリート厚さ は 
     公称値からマイナス側許容差（-5mm）を引いた厚さ 
  ＊2：散乱領域の半径は，点線源から評価点までの距離を超 

える長さを設定する。 

＊1 

＊2 
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補足 13 

ベント弁開操作時の作業員の被ばく評価における評価条件について 

 

ベント実施に伴うベント操作時の作業員の被ばく評価においては，ウェットウェル（以下「W/W」

という。）からのベントを行う場合及びドライウェル（以下「D/W」という。）からのベントを行う

場合について評価を行っている。それぞれの評価条件の違いについて以下に示す。 

 

1. 放出量評価における評価条件の違い 

放出量評価におけるW/Wベント，D/Wベントの条件の違いは，原子炉格納容器内における除去効

果であり，その違いは表1に示すとおりである。 

 

表1 放出量評価条件の違い 

項目 
評価条件 

W/W D/W 

サプレッションプールでの 

スクラビングによる除去効果（無機よう素） 
10 考慮しない 

格納容器圧力逃がし装置への放出

割合 

希ガス類 

よう素類 

Cs類 

Te類 

Ba類 

Ru類 

La類 

Ce類 

約9.2×10-1 

約3.3×10-2 

約2.6×10-6 

約5.2×10-7 

約2.1×10-7 

約2.6×10-8 

約2.1×10-9 

約5.2×10-9 

約8.1×10-1 

約3.7×10-2 

約3.9×10-3 

約7.7×10-4 

約3.1×10-4 

約3.9×10-5 

約3.1×10-6 

約7.7×10-6 

原子炉格納容器から原子炉建屋へ

の漏えい割合 

希ガス類 

よう素類 

Cs類 

Te類 

Ba類 

Ru類 

La類 

Ce類 

約1.4×10-2 

約6.6×10-4 

約2.8×10-5 

約5.6×10-6 

約2.3×10-6 

約2.8×10-7 

約2.3×10-8 

約5.6×10-8 

約1.5×10-2 

約7.1×10-4 

約3.1×10-5 

約6.2×10-6 

約2.5×10-6 

約3.1×10-7 

約2.5×10-8 

約6.2×10-8 
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2. 被ばく評価条件の違い 

W/Wベント，D/Wベント実施に伴う作業のうち，一次隔離弁開操作についてはW/Wベント，D/Wベ

ントでアクセスルート及び作業場所に違いがあるため，被ばく評価における評価点をそれぞれ設

定しており，評価条件に違いがある。なお，二次隔離弁開操作，フィルタ装置スクラバ水pH調整，

ドレンタンク水抜き等の一次隔離弁開操作以外の作業についてはW/Wベント，D/Wベントでアクセ

スルート及び作業場所は同じであり評価条件の違いはない。 

 

(1) 大気拡散条件 

大気拡散評価条件については違いはない。 

なお，評価に使用した大気拡散係数は，着目方位を全方位（16方位）とし，評価距離を放

出点から10m刻みとした大気拡散評価において，最大の評価結果を与えた距離の評価結果で

ある。このため，作業エリア全域に対し，保守的な結果を与えることとなる。 

 

(2) 格納容器圧力逃がし装置配管からの直接ガンマ線の遮蔽条件 

W/Wベント，D/Wベントにおける一次隔離弁開操作時の格納容器圧力逃がし装置配管からの

直接ガンマ線の評価点における遮蔽厚さ及び配管からの距離の違いを表2に，一次隔離弁開

操作時の評価点やベントライン等の位置を図1から図4に示す。 

 

表2 遮蔽条件の違い 

項目 
評価条件＊ 

備考 
W/W D/W 

一
次
隔
離
弁
開
操
作 

遮蔽厚さ 
移動時 

及び作業時 

コンクリート60㎝ 

＋コンクリート30㎝ 

＋追設遮蔽（鉄）10㎝ 

コンクリート60㎝ 

＋追設遮蔽（鉄）5㎝ 

移動時におい

ても，作業時

の評価点を代

表 と し て 評

価。 

配管から

の距離 

移動時 

及び作業時 
4.3m 1.7m 

注記＊：二次隔離弁開操作，フィルタ装置スクラバ水pH調整，ドレンタンク水抜き等の一次

隔離弁開操作以外の作業についてはW/Wベント，D/Wベントでアクセスルート及び作

業場所は同じであり評価条件の違いはない。 
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図1 7号機屋内遮蔽壁等（原子炉建屋地下1階） 

 

 

図2 7号機屋内遮蔽壁等（原子炉建屋地下1階（中間階）） 
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図 3 7 号機屋内遮蔽壁等（原子炉建屋 2階） 

 

 

図 4 7 号機屋内遮蔽壁等（原子炉建屋 3階（中間階）） 
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3. 被ばく評価結果の違い 

W/Wベント，D/Wベントにおける一次隔離弁開操作時の被ばく評価結果の違いを表3に示す。 

 

表3 被ばく評価結果の違い（単位：mSv） 

評価内容 

ベント実施前の作業 

一次隔離弁の 

開操作（W/W 側） 

一次隔離弁の 

開操作（D/W 側） 

屋内 

(二次格納施設外) 

屋内 

(二次格納施設外) 

原子炉建屋内に浮遊する放射

性物質からのガンマ線による

外部被ばく＊1 

約 1.5×101 約 1.6×101 

放射性雲中の放射性物質から

のガンマ線による外部被ばく 
約 4.7×100 約 2.8×100 

放射性物質を吸入摂取するこ

とによる内部被ばく＊2 
約 1.4×100 約 1.6×100 

地表面に沈着した放射性物質

からのガンマ線による外部被

ばく 

―＊3 ―＊3 

格納容器圧力逃がし装置配管

内の放射性物質からのガンマ

線による被ばく 

0.1 以下 約 5.5×100 

被ばく線量 約 21mSv 約 25mSv 

注記＊1：ベント流体が原子炉建屋内に流入することによる影響は考慮しない。 

＊2：マスク着用（PF1000）による防護効果を考慮する。 

＊3：線源との間に十分な遮蔽があるため，影響は軽微であり，評価の対象外とする。 
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補足 14 

 

重大事故等時におけるフィルタベント遮蔽壁の遮蔽の熱除去の評価について 

 

フィルタベント遮蔽壁について，重大事故等時の熱除去の評価を行う。熱除去の評価は，遮蔽体

中の温度上昇が厳しい箇所を想定し，伝熱理論に基づいた解析手法により評価する。 

 

1. フィルタベント遮蔽壁における入射線量の設定方法 

フィルタベント遮蔽壁に入射するガンマ線の線源として，よう素フィルタ，フィルタ装置，金

属フィルタ，フィルタ装置入口配管，ドレン配管及び pH 計装配管を想定し，これら線源に含まれ

る放射性物質からの直接ガンマ線の合計入射線量を，遮蔽体表面の入射線量として設定する。 

 

2. フィルタベント遮蔽壁の温度上昇の計算方法 

遮蔽体は主にコンクリートで構成されており，評価上，コンクリートのみとして評価する。 

重大事故等時における 7日間積算の線源機器に含まれる放射性物質からのガンマ線による入射

線量は約 63(kGy/7 日間)となった。評価方法を図 1に示す。 

当該入射線量からフィルタベント遮蔽壁表面の7日間積算のガンマ線発熱量を求めると，約1.4

×10-1kJ/cm3となる。これによる温度上昇は次式により算出する。 

 

⊿Ｔ ＝ Ｑ・1000 / (c・ρ) 

 

⊿Ｔ ：温度上昇(℃) 

Ｑ ：ガンマ線発熱量(kJ/cm3) 

ｃ ：コンクリートの比熱（1.05kJ/(kg・℃)）＊ 

ρ ：コンクリートの密度（2.15g/cm3） 

 

注記＊：「コンクリート標準示方書 構造性能照査」（土木学会，2007） 

 

3. 温度上昇のまとめ 

コンクリート遮蔽体表面でのガンマ線による温度上昇は約 60℃となり，「遮蔽設計基準等に関

する現状調査報告（1977 年，日本原子力学会）」において示されているガンマ線に対するコンク

リート温度制限値（内部最高温度 177℃／周辺最高温度 149℃）以下であることを確認した。な

お，本温度評価は，保守的にコンクリートの断熱状態を仮定した評価である。 
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図1 フィルタベント遮蔽壁の遮蔽体表面における入射線量の評価のフロー図（1/3） 

④ フィルタベント建屋内の線量を評価するため，各線源を下図のようにモデル化し，ＱＡＤコードに

て積算線量を算出 

＜よう素フィルタ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜スクラバ水＞ 

 

① 「大破断 LOCA＋ECCS 注水機能喪失＋全交流動力電源喪失」の発生 

シナリオ：事象発生約 38 時間後に格納容器ベント（D/W ベント）を実施する 

② 格納容器圧力逃がし装置への放射性物質の流入 

評価対象線源： 

よう素フィルタ： 事故発生 7 日後までに格納容器圧力逃がし装置に流入する有機よう素及び無

機よう素の総量が，格納容器ベント直後に取り込まれる想定 

  スクラバ水： 事故発生 7 日後までに格納容器圧力逃がし装置に流入する無機よう素及び粒

子状放射性物質の総量が，格納容器ベント直後に取り込まれる想定 

 金属フィルタ： 事故発生 7 日後までに格納容器圧力逃がし装置に流入する無機よう素及び粒

子状放射性物質の 10%が，格納容器ベント直後に取り込まれる想定 

   主配管＊1： 事故発生 7 日後までに格納容器圧力逃がし装置に流入する無機よう素及び粒

子状放射性物質の 10%が，格納容器ベント直後に配管 100m に付着すると想定 

  ドレン配管： 格納容器ベント直後に放射性物質を含む水を内包すると想定＊2 

  pH 計装配管： 格納容器ベント直後に放射性物質を含む水を内包すると想定＊2 
注記＊1：フィルタ装置入口側 

＊2：事故発生 7 日後までに格納容器圧力逃がし装置に流入する無機よう素及び粒子状放射性物質の総量を，フィルタ装置水位調整（水抜

き）前のスクラバ水の水量（35m3と仮定）で除した濃度を想定 

③ 各核種に応じ，ガンマ線エネルギ範囲ごとに線源強度を算出＊1 

注記＊1：積算線源強度計算については，各線源の放射性物質によるガンマ線エネルギをエネルギ範囲によって区分する。 

A A 

：評価点 

㎜ 

よう素フィルタ容器(鉄)：7.7[g/cm3] 

線源(ケイ素)：0.32[g/cm3] ㎜ 

㎜ 

㎜ ㎜ ㎜ 
㎜ 

＜断面図＞ ＜断面図(A-A)＞ 

A 

㎜ 

A 

線源(水)：1.0[g/cm3] 

フィルタ装置容器(鉄)：7.7[g/cm3] 

㎜ 

㎜ 

㎜ ㎜ ㎜ 
㎜ 

＜断面図＞ ＜断面図(A-A)＞ 
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図1 フィルタベント遮蔽壁の遮蔽体表面における入射線量の評価のフロー図（2/3） 

④ フィルタベント建屋内の線量を評価するため，各線源を下図のようにモデル化し，ＱＡＤコードに

て積算線量を算出 

＜金属フィルタ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主配管（フィルタ装置入口側）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ドレン配管＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜pH 計装配管＞ 

 

 

 

 

 

 

 

A 

㎜ 

A 

線源(真空)：0[g/cm3] 

フィルタ装置容器(鉄)：7.7[g/cm3] 

㎜ 

㎜ 

㎜ ㎜ ㎜ 
㎜ 

＜断面図＞ ＜断面図(A-A)＞ 

10000 ㎜ ㎜ 

真空：0[g/cm3] 

配管(鉄)：7.7[g/cm3] 
線源(真空)：0[g/cm3] 
※配管内面に付着 

A A 

㎜ 

＜断面図＞ ＜断面図(A-A)＞ 

10000 ㎜ 

A A 

㎜ 
㎜ 

配管(鉄)：7.7[g/cm3] 

線源(水)：1.0[g/cm3] 

＜断面図＞ ＜断面図(A-A)＞ 

10000 ㎜ 

A A 

㎜ 

配管(鉄)：7.7[g/cm3] 

線源(水)：1.0[g/cm3] 

㎜ 

＜断面図(A-A)＞ ＜断面図＞ 

㎜ ㎜ 

：評価点 



補足 14－4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 フィルタベント遮蔽壁の遮蔽体表面における入射線量の評価のフロー図（3/3） 

 

 

 

 

 

  

⑤ 線量評価結果は以下のとおり 

    よう素フィルタ表面から m の距離の線量 ：約 4.7×104[Gy/7 日間]＊1 

     よう素フィルタ表面から mの距離の線量 ：約 6.3×103[Gy/7 日間]＊1 

        スクラバ水表面から mの距離の線量 ：約 1.8×103[Gy/7 日間] 

       金属フィルタ表面から mの距離の線量 ：約 1.6×103[Gy/7 日間] 

      主配管（フィルタ装置入口側）表面の線量 ：約 4.4×103[Gy/7 日間] 

               ドレン配管表面の線量 ：約 1.1×103[Gy/7 日間] 

               pH 計装配管表面の線量 ：約 7.8×102[Gy/7 日間] 

注記＊1：よう素フィルタ本体 1 基分の線量 

⑥ ⑤での評価結果に基づき，環境条件を設定 

＊⑤での評価結果を上回る線量を入射線量として設定する。 

    フィルタベント遮蔽壁＊1：6.4×104[Gy/7 日間]＊2 

注記＊1：スクラバ水，金属フィルタからそれぞれ m， m 以上距離のある設備。また，よう素フィルタ 2 基からそれぞれ m，

m の距離がある設備（フィルタベント遮蔽壁の壁面から見て，相対的に距離が近いよう素フィルタと距離が遠いよう素フィルタが

存在し，それぞれの水平距離を設定する）。 

＊2：各線源による線量を合算。よう素フィルタ，スクラバ水，金属フィルタについては距離を考慮した線量を，主配管（フィルタ装置入

口側），ドレン配管，pH 計装配管については表面線量を用いた。 



補足 15－1 

補足 15 

 

ベント実施に伴う現場作業の被ばく評価の評価条件の変更点等について 

 

「別紙 6 ベント実施に伴う現場作業の被ばく評価について」で示したベント実施に伴う現場作

業の被ばく評価（以下，「CP 評価」という。）について，設置変更許可申請時評価＊1（以下，「EP 時

評価」という。）からの評価条件の変更点及び差異を以下 1.～5.に示す。また，CP評価の被ばく評

価結果に対して，1.～5.の変更点等が影響する範囲を表 1に示す。 

 

注記＊1： 柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号機の設置変更許可申請時の資料「柏崎刈羽原子力発

電所 6 号及び 7 号炉 重大事故等対処設備について 別添資料－1 原子炉格納容器の

過圧破損を防止するための設備（格納容器圧力逃がし装置）について」の「別紙 33 格

納容器ベント実施に伴う現場作業の線量影響について」 

 

1. 想定する発災プラントについて 

 

【EP 時評価】 

柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号機の設置変更許可申請時の評価であったため，発災プ

ラントとして「6号及び 7号機」を想定していた。 

 

【CP 評価】 

柏崎刈羽原子力発電所 7号機単独の工事計画認可申請における評価であるため，発災プラ

ントして「7号機」のみを想定している。なお，6号機を含めた影響については，今後の 6号

機の工事計画認可申請において示す予定である。 

 

2. 原子炉建屋内（二次格納施設外）での作業における被ばく経路「原子炉建屋原子炉区域（二次

格納施設）内の放射性物質からガンマ線による被ばく」の考慮について 

 

【EP 時評価】 

大気中への放射性物質の放出量評価の条件と合わせて，原子炉建屋原子炉区域（二次格納

施設）の換気率は無限大(回/日)とし，原子炉格納容器から漏えいした放射性物質が原子炉建

屋原子炉区域（二次格納施設）内に蓄積しないものと整理していた。 

 

【CP 評価】 

保守的に，大気中への放射性物質の放出量評価における原子炉建屋原子炉区域（二次格納

施設）の換気率は EP時評価と同様に無限大(回/日)としつつ，原子炉建屋原子炉区域（二次

格納施設）内の放射性物質量の評価としては原子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）からの

漏えいは考慮せず，原子炉格納容器から漏えいした放射性物質が全て蓄積するものとし，原

子炉建屋原子炉区域（二次格納施設）内の放射性物質からガンマ線による被ばくを評価して
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いる。 

 

3. ドレン移送ライン内の放射性物質からの寄与の追加について 

 

【EP 時評価】 

格納容器圧力逃がし装置のフィルタ装置内スクラバ水のドレン移送ラインは，地中の埋設

U字溝内に格納する設計としていたため（図 1及び図 2参照），被ばく評価においては線源と

して考慮していなかった。 

 

 
図 1 U 字溝内メタルホース敷設図＊2 

 

 

図 2 メタルホース敷設範囲図（7号機）＊2 

 

注記＊2： 柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号機の設置変更許可申請時の資料「柏崎刈羽原子力発

電所 6 号及び 7 号炉 重大事故等対処設備について 別添資料－1 原子炉格納容器の
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過圧破損を防止するための設備（格納容器圧力逃がし装置）について」の抜粋 

 

【CP 評価】 

ドレン移送ラインの敷設ルートを設備の信頼性向上の観点から，図 3で示すように地上に

敷設するルートに設計変更したため，ドレン移送ラインを線源として考慮し，ドレン移送ラ

イン内の放射性物質からのガンマ線による被ばくを評価している。 
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4. 主配管（フィルタ装置入口側）の遮蔽厚さの変更について 

 

【EP 時評価】 

主配管（フィルタ装置入口側）の配管遮蔽＊3について，EP 時評価では鉄 120 ㎜の遮蔽を考

慮して評価していた。 

 

注記＊3： 図 4で示す範囲の配管遮蔽。なお，図 4は現在の設計図を示している。 

 

【CP 評価】 

ドレン移送ラインの敷設ルート変更に伴い，ドレン移送ラインの敷設スペースの確保及び

耐震性確保の観点から図 4で示した遮蔽厚さに変更したため，遮蔽厚さの変更を反映して主

配管内の放射性物質からのガンマ線による被ばくを評価している。 

 

図 4 主配管（フィルタ装置入口側）の配管遮蔽構造図 

 

5. pH 計装配管内の放射性物質からの寄与の追加について 

 

【EP 時評価】 

pH 計装配管（図 5参照）は，pH計測後に清浄な水でフラッシングを実施することから当該

配管内の放射性物質による放射線影響は限定的と考え，対象から除外していた。 

 

＜平面図＞ 

  

＜A-A 矢視図＞ 

＜B-B 矢視図＞ 

遮蔽厚さ変更範囲 

変更前は鉄 120 ㎜として評価 

  
B 

 

ドレン移送ライン 
主配管 

 
A 

 
A 

B 
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【CP 評価】 

保守的に，pH 計装配管は格納容器ベント直後から常に放射性物質を含む水を内包すると想

定し，pH計装配管内の放射性物質からのガンマ線による被ばくを評価している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 pH 計装配管配置図 
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表 1 CP 評価の被ばく評価結果に対して 1.～5.の変更点等が影響する範囲 

（7号機の W/W ベント実施に伴う被ばく評価結果（単位：mSv）） 

 
注記＊1：被ばく線量が比較的大きくなる時間帯で作業を実施した場合の被ばく線量を記載 

＊2：被ばく線量の内訳は，被ばく線量が最も大きい班について記載 

＊3：ベント流体が原子炉建屋内に流入することによる影響は考慮しない。 

＊4：マスク着用（PF1000）による防護効果を考慮する。 

＊5：線源との間に十分な遮蔽があるため，影響は軽微であり，評価の対象外とした。 

  

凡例 

：「1.想定する発災プラント」の影響範囲 

：「2.原子炉建屋内放射性物質の想定」の影響範囲 

：「3.～5.ドレン移送ライン，主配管，pH 計装配管」の影響範囲 
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表 2 CP 評価の被ばく評価結果に対して 1.～5.の変更点等が影響する範囲 

（7号機の D/W ベント実施に伴う被ばく評価結果（単位：mSv）） 

 
注記＊1：被ばく線量が比較的大きくなる時間帯で作業を実施した場合の被ばく線量を記載 

＊2：被ばく線量の内訳は，被ばく線量が最も大きい班について記載 

＊3：ベント流体が原子炉建屋内に流入することによる影響は考慮しない。 

＊4：マスク着用（PF1000）による防護効果を考慮する。 

＊5：線源との間に十分な遮蔽があるため，影響は軽微であり，評価の対象外とした。 

凡例 

：「1.想定する発災プラント」の影響範囲 

：「2.原子炉建屋内放射性物質の想定」の影響範囲 

：｢3.～5.ドレン移送ライン，主配管，pH 計装配管」の影響範囲 


